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読者の皆様

インド太平洋防衛フォーラムにようこそ。今号のテーマは「統合
抑止」です。
ロイド・オースティン（Lloyd	Austin）米国防長官は、

2022 年米国国防戦略の中核として統合抑止を導入し、これは必要な抑
止力を実現するための斬新なアプローチであると説明しています。		
2022 年 2月、オースティン米国防長官は「統合抑止とは、空、陸、

海、宇宙、サイバー空間といったあらゆる戦闘領域ですべての能力を活
用することだ」と述べました。「ただし最も重要なことは、（統合抑止力
という）パートナーや同盟国に備わる能力と潜在的な力を活用すること
だ」と付け加えています。
米国国防総省は「統合抑止には、我々の力を最大限効果的に発展させ、

結合することが伴う。そのために、各戦闘ドメイン、戦域、紛争の範囲、
米国が持つ国力の他の手段、そして我々の比類なき同盟とパートナーシ
ップというネットワーク、これらすべてを横断してシームレスに機能さ
せることが必要となる。統合抑止は、信頼しうる即戦力の軍隊によって
実現し、安全かつ確実で効果的な核抑止力が最終的にこれを支える」と
しています。	
オースティン国防長官の着任以来、統合抑止は安全保障にとって重

要性を増しています。「米国は新たな局面の入り口にいる。つまり、
我々は初めて戦略的競合国である 2つの核保有大国と向かい合ってい
る。中華人民共和国は核戦力を拡大し、近代化し、多様化していると
ころだ。そしてロシアもまた核兵器を近代化し、拡張している」と、
2022 年 12 月、ネブラスカ州オファット空軍基地での米国戦略軍司令
部（USSTRATCOM）司令官交代式におけるスピーチでオースティン国
防長官は述べています。
「我々の核兵力は、他と無関係に存在しているわけではない。したが
って、宇宙とサイバー空間を含むすべてのドメインで核抑止力を統合し
なければならない。しかも、1つのドメインで緊張が高まったときに、
それが別のドメインに波及するリスクを下げることも必要だ」と同国防
長官は続けました。
「USSTRATCOMは真に統合化された抑止力の構築に取り組んでいる。
それが国家防衛戦略の核心を成し、核態勢の見直し（NPR）もこれに
含まれる」とオースティン長官は述べ、「この種の統合は、紛争や大惨
事を防ぐためにこれまで以上に重要である」と付け加えています。
本 FORUMの特集では冒頭で、核抑止力が米国とその同盟国・

パートナー国の戦略的抑止の中核であり続ける理由について、
USSTRATCOMのグレン・T・ハリス（Glenn	T.	Harris）米国空軍准
将とジョン・ヤニコフ（John	Yanikov）米国陸軍少佐がその全体像を
俯瞰しています。とくに、核兵器とその他の防衛能力を最新化すること
が、抑止を効果的にする上で不可欠であると論じています。
これに関連する記事として、統合抑止における情報作戦の役割を詳

述しているのが、米国太平洋艦隊司令官のサミュエル・パパロ（Samuel	
Paparo）米国海軍大将です。同盟国およびパートナー国にとって、	
情報を抑止力と結びつけることが、リスクとコストに対する競合国の認
識を変えることに役立つ、と同海軍大将は説明します。	
他方、いくつかの記事では、中国北西部新疆ウイグル自治区のウイ

グル人やその他の少数民族に対する人権侵害と、国際的な規範を覆す無
理強いや軍事行動による南シナ海の領土拡大と奪取を取り上げて、こう
した中国共産党の攻撃的姿勢を阻止しなければならない理由を明らかに
しています。
さらに別の記事では、海洋領域の認識と新たな技術、そして民間と

軍の協力が統合抑止にどのように貢献するかについて検証しています。	
これらの記事によって、統合抑止実現の重要性について地域間の対

話が促進されることを願っています。読者の方々のコメントをお待ちし
ております。FORUM	スタッフ（ipdf@ipdefenseforum.com）宛に
皆様のご意見やご感想をお寄せください。

インド太平洋の行方

『インド太平洋防衛フォーラム』 は、インド太
平洋地域の軍関係者に国際的な公共討論の場を
提供することを目的として、米インド太平洋軍
司令官が四半期ごとに発行している軍事専門誌
です。本誌に記載されている意見は、当該司令
部または米国政府の他の機関の方針や見解を表
明するものではありません。特に記載のない限
り、記事はすべて FORUM スタッフが執筆した
ものです。国防総省の規定と必要性に応じて公
共事業を実施するために、国防総省長官は本誌
の出版は必要不可欠であると判断しています。
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寄稿者

議論に参加
ご意見をお聞かせください！

『インド太平洋防衛フォーラム』は、インド
太平洋地域で軍事および安全保障に従事す
る人々を対象にした刊行物です。米インド
太平洋軍司令部が四半期ごとに編集・発行
する本誌は、テロとの闘いから国際協力、
自然災害まで、地域全体の安全保障の取り
組みに関する話題を取り上げ、深く掘り下
げた高品質なコンテンツを提供しています。	

『インド太平洋防衛フォーラム』ではオンラ
イン版にさらに幅広いトピックを掲載。毎日
新しい記事をお届けします。次のウェブサイ
トでご覧ください。
www.ipdefenseforum.com
ウェブサイトでは以下が可能です：
n	 オンライン限定コンテンツへのアクセス
n	 バックナンバーの閲覧
n	 記事の投稿方法を知る
n	 無料定期購読のお申し込み
n	 ご意見・ご感想の送信

オンライン版の FORUM は現在、 
11 の言語で閲覧可能！
中国語	（簡体字・繁体字）
英語
ヒンディー語
インドネシア語
日本語

Facebook、Twitter、Instagram、	
WhatsApp（@IPDEFENSEFORUM）＆	
LINE（@861qfzzh）でフォローしてください。		
詳細については裏表紙をご覧ください。	

iTunes またはGoogle	Play で
「FORUMNEWS」を検索し、
無料アプリをダウンロードし
てください。

アプリを	
ダウンロード

クメール語
韓国語
ロシア語
タイ語
ベトナム語

ブライアン・C・ニール（BRYAN C. NEAL）米国陸軍少佐
は、オセアニアとフィリピンにおける米国防総省の活
動を支援する国防武官部門の米陸軍戦略諜報将校であ
る。ニール少佐は、中国に焦点を当てた戦略的インテ
リジェンスの研究で 2021 年に国家情報大学（National	
Intelligence	University）から修士号を取得した。オク
ラホマ州フォート・シル（Fort	Sill）の米国陸軍射撃研

究拠点（U.S.	Army	Fires	Center	of	Excellence）で射撃支援インス
トラクターを務めるなど、10年間、戦術および作戦レベルの野戦砲
兵将校を務めた。18 ページに掲載

シェイル・ホロウィッツ（SHALE HOROWITZ）博士は、ウ
ィスコンシン大学ミルウォーキー校の政治学教授。東
アジアと南アジアに重点を置いた国際紛争と民族紛争、
国際貿易政策と金融政策、ポスト共産主義国と東アジ
アにおける市場の変化および制度改革をめぐる政策を
研究してきた。同博士は中国、インド、韓国、台湾、
東欧、旧ソ連邦で調査を行ってきた。34 ページに掲載

アイヤナ・パスカル（AIYANA PASCHAL）氏は、ハワイ
の災害管理および人道支援中核研究拠点「Center	for	
Excellence	in	Disaster	Management	and	Humanitarian	
Assistance	in	Hawaii」の広報担当者。それ以前には、メ
リーランド州フォート・ミード（Fort	Meade）にある米国
サイバー軍司令部の広報担当官を務めた。米海軍にマスコ
ミュニケーション専門官として 6年間出仕し、国防情報学

校（Defense	Information	School）で学んだ後、航空母艦USSニミッツ、
米国国防総省捕虜・行方不明者調査局（Defense	POW/MIA	Accounting	
Agency）、国防メディア活動太平洋司令部（Defense	Media	Activity	
Pacific）など、さまざまな司令部に勤務してきた。48 ページに掲載

ピーター・コノリー（PETER CONNOLLY）氏は、国際関係、
安全保障、戦略の専門家であり、先ごろオーストラリア
国立大学に学位論文を提出した。オーストラリア陸軍歩
兵将校として 33年間勤務し、アフガニスタン、ソロモ
ン諸島、ソマリア、東ティモールで作戦活動に従事した。
また、オーストラリア陸軍とその研究センターにおける
国際的活動で指揮を執る前に、オーストラリア国会議事

堂と米国国防総省に勤務したことがある。56 ページに掲載

グレン・T・ハリス（GLENN T. HARRIS）米国空軍准将は、
ネブラスカ州オファット空軍基地（Offutt	Air	Force	
Base）の米国戦略軍（USSTRATCOM）グローバル
作戦担当副部長。ハリス准将は核兵器運用指揮官とし
て、米国の核指揮統制と戦略的抑止力の日常的な即応
態勢の維持を担当する。さらに、部隊、合同部隊、連
合軍の各レベルを同期させ、配備された部隊を指揮して

USSTRATCOMおよび国家の目標を達成する責任を担う。

ジョン・ヤニコフ（JOHN YANIKOV）米国陸軍少佐は、
USSTRATCOMグローバル作戦総局の軍事情報支援作戦
（MISO）部門長。指揮官としてMISOの計画、統合、実
施を監督する。2007 年にミラーズヴィル（Millersville）
大学を卒業し、陸軍に将校として任官。2021 にテキサス
大学エルパソ校にて防衛・戦略研究で修士号を取得。ヤ
ニコフ少佐はこれまで米陸軍特殊作戦司令部の下、ノー

スカロライナ州フォート・ブラッグ（Fort	Bragg）での中隊指揮官や
大隊作戦将校など、さまざまな任務に就いている。10 ページに掲載
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地域全体の展望

ポーランドと韓国が 
約 4,075 億円（30 億米ドル）の

インド太平洋諸国が主要な貿易交渉を開始

ポーランドは 2022 年 9 月、韓国の
FA-50 戦闘機 48 機を購入する約
4,075 億円（30 億米ドル）相当の

契約を締結し、ロシアによる隣国ウクラ
イナへの戦争が継続する中、中央ヨーロ
ッパに位置する同国は抑止力と防衛能力
を高めるための緊急措置を講じた。

今回、ファイティング・ファルコン戦
闘機および訓練機（写真参照）を購入す
るために 2 件の契約を結んだが、その 1
か月前、ポーランドは約 7,900 億円 

（58 億米ドル）相当の韓国製戦車と榴弾
砲を調達する契約に署名している。

この度の合意が「ポーランド軍の前方
に新たな展望が開かれる歴史的な一日」
を意味する、とポーランドのマリウス・
ブラスチャク国防相兼副首相は述べた。

韓国国防調達事業庁のイオム・ドンフ
ァン（Eom Dong-hwan）長官は、この契
約によって両国の協力関係が強化された
と述べ、「最近まで我々はパートナーだっ
た。今日からは我々は同盟国だと言える
ようになった」と続けた。

約 950 億円（7 億米ドル）相当 
の 1 つ目の契約の下で、最初の 12 機が
2023 年後半に納入される予定だ。2 つ目の

契約では、2025 年から 2028 年の間に 
36 機が納入される予定で、その額は約
3,120 億円（23 億米ドル）と見積もられて
いる。

最高軍司令官でもあるポーランドのア
ンジェイ・ドゥダ（Andrzej Duda）大統
領は、FA-50 戦闘機の購入によって「我々
は（ソ連製）MiG-29 と Su-22 の使用を完
全に止めることができる」と述べた。 

今回の合意によって韓国政府は「欧州
連合（EU）および NATO 市場への韓国製
戦闘機参入の道が開かれる」と見ている
と、同大統領は語った。AP 通信

2022 年 9月、ほぼ 10年ぶりに米国が取り組む大規模な地
域貿易交渉として、インド太平洋地域から 12か国以上の経
済関連大臣が集まり、交渉を開始した。
米国通商代表部のキャサリン・タイ（Katherine	Tai）代

表は、カリフォルニア州ロサンゼルスで開催されたインド太
平洋経済枠組み（IPEF）の各協議について、これらは将来の
課題への取り組みと、当該地域における「持続可能かつ公平
な成長」の達成を目標としていると述べた。
このイニシアチブは、ジョー・バイデン米大統領が	

2022 年 5月に東京を訪問している間に開始された。

ジーナ・レモンド（Gina	Raimondo）米商務長官との会
談を主導したタイ代表は、意欲的な取り組みが進んでいると
述べた。協議には、オーストラリア、ブルネイ、フィジー、
インド、インドネシア、日本、マレーシア、ニュージーランド、
フィリピン、シンガポール、韓国、タイ、ベトナムの閣僚ら
が参加した。米国と合わせると、参加国全体の国内総生産は
世界の約 40％を占める。
「この枠組みは、世界の他の国々が追随する永続的なモデ
ルになる」とタイ氏は述べ、中小企業に経済的価値をもた
らすと付け加えた。同氏は、このイニシアチブはデジタル経

済、労働、環境、農業、貿易などの
問題を対象とすると述べた。（写真：
2022 年 9月にカリフォルニア州ロ
サンゼルスで開催されたインド太平
洋経済閣僚会合に出席するキャサリ
ン・タイ米通商代表部代表（左）と
ジーナ・レモンド米商務長官）
「ここ数か月で目覚ましい進展が
あった」と指摘したレモンド長官は、
このイニシアチブによってさらに安
定的で強靭なサプライチェーンの実
現に道筋を付け、クリーンエネルギ
ー技術を後押しして、汚職防止の取
り組みに拍車をかけることができる
と述べた。ロイター

軍用機
調達契約に
調印

ロイター

AFP/GETTY IMAGES
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フィリピンとシンガポール :
防衛協力関係と海洋の安定
化を確認

インド海軍が最大の航空母艦
を就役させて国内防衛を推進

フィリピンのフェルディナンド・マルコス・ジュ
ニア（Ferdinand Marcos Jr.）大統領は、2022 年 
9 月に東南アジア 2 か国訪問をシンガポールで終
え、同国で政府指導者たちとテロ対策協力を強化
することで合意し、南シナ海における平和の重要
性を確認した。

マルコス氏は、2022 年 5 月の選挙で大統領に
就任して以来初めての公式外国訪問となるインド
ネシアを訪問した後、シンガポールに到着した。

マルコス大統領は、シンガポールのハリマ・ヤ
コブ（Halimah Yacob）大統領とリー・シェンロ
ン（Lee Hsien Loong）首相とともに、情報通信技
術に関する協力を強化することで合意した。（写
真：2022 年 9 月、フィリピンのフェルディナンド・
マルコス・ジュニア大統領とファーストレディの
ルイーズ・アラネタ・マルコス（Louise Araneta - 
Marcos）夫人が、シンガポールのナショナル・オ
ーキッド・ガーデンにて 2 人に敬意を表して開催
されたランの命名式に出席する様子）

共同声明で、「両国のリーダーは貿易と投資、
テロ対策、医療、デジタル面での協力を含む両国
間の幅広く強固な連携を喜んで迎え入れた」と述
べている。

両首脳はまた、長年の二国間関係と防衛協力関
係を再確認し、対テロ情報を共有するためにシン
ガポールを拠点とする合同チームを設立するため
の両国軍間の合意に署名したことを歓迎した。

さらに、南シナ海に関する競合する主張や、 
軍事クーデターからほぼ 2 年後にミャンマーで深
刻化している政治危機についても議論した。

声明によると、両首脳は「1982 年の国連海洋
法条約（UNCLOS）を含む国際法に準拠して、武力
による威嚇や行使に頼ることなく紛争を平和的に
解決する」ことの重要性に合意した。

同時に、南シナ海行動規範の交渉につながるよ
うな環境整備の必要性についても強調している。 
ベナール・ニュース

インドは 2022 年 9 月に初の国産空母を就役させ、国内生産
の拡大によって係争中の 2 つの国境に展開する軍の配備に
資するという同国政府の努力を裏付けた。

建造と検証に 17 年をかけた後、インドのナレンドラ・モデ
ィ（Narendra Modi）首相によって航空母艦ヴィクラント（INS 
Vikrant：写真）は任務に就いた。同国にとってこれまでで最大の軍
艦であり、インド海軍にとって 2 隻目となる実戦配備の航空母艦は、
ケララ州コーチにあるコーチン造船所で建造された。

「今日インドは、自国の技術でこのように巨大な空母を製造でき
る国として、そうした世界の国々の仲間入りを果たした」とモディ
首相は述べた。「これは我が国の潜在能力、自国の資源、自国民の
技能を象徴している」

1,600 人の乗組員と 30 機の航空機を収容するよう設計された
INS ヴィクラントは、当面ロシアが設計した航空機 MIG-29K を搭載
することになる。この航空機は、インドがロシアから購入した別の
航空母艦ヴィクラマーディティヤ（INS Vikramaditya）ですでに運
用されている。

米ボーイングと仏ダッソーの両メーカーは、INS ヴィクラント
のために 24 機を超えるジェット戦闘機を供給できるようインドに
働きかけている。

インドは世界最大の武器輸入国の 1 つであり、2018 年から
2021 年までに約 1 兆 7 千億円（124 億米ドル）を費やしてきた。
しかし、主たる供給元のロシアがウクライナへの一方的な侵略で制
裁を科される事態に直面し、インドは独自に製造能力を開発しよう
と模索しているところだ。

インド国防省によると、インドは約 135 兆円（1 兆米ドル）相
当の約 8,000 から成る防衛関連輸入品目を特定し、これらを国内企
業が製造することを望んでいる。

「インドは自立するために全力で取り組んでいる」とモディ首相
は述べ、国産軽戦闘機のテジャス（Tejas）と迫撃砲に言及した。

INS ヴィクラントが就役したことで、インド海軍は各海岸線で
航空母艦を運用できるようになり、それらと共に 10 隻の駆逐艦、
12 隻のフリゲート艦、20 隻のコルベット艦が遊弋する。

「インド太平洋地域とインド洋の安全保障上の懸念は長い間黙殺
されてきた。しかし今日、この地域は我が国にとって主要な防衛優
先事項となった」とモディ首相は述べた。ロイター

ロイター
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フィリピン南部の分離独立主義反政府
勢力は、同国中央政府との和平協定
の一環として数千丁の銃器を放棄し
たと、その指導者が 2022 年 9月下

旬に発表した。
このことは、ミンダナオ島バンサモロ暫定

自治区の議会開会中にアホド・バラワグ・イ
ブラヒム（Ahod	Balawag	Ebrahim）とし
ても知られるムラド・イブラヒム（Murad	
Ebrahim）氏によって発表された。時を同じく
してフェルディナンド・マルコス・ジュニア大
統領も、国民の大半がカトリック教徒であるフ
ィリピンの中でもイスラム教徒が多い南部地域

を訪問し、議員らに演説した。		
約 5,500人の元戦闘員は、武装解除の最終段階

で約2,400丁の武器を引き渡す計画を持っていた
とムラド氏は言った。「私たちは、あなた方が与え
てくれた機運と信頼を全力で維持すると約束しま
す」と、同氏はマルコスが出席した式典で述べた。
同地域の暫定統治機構を統括するムラド氏

は、かつての武装分離独立主義グループである
モロ・イスラム解放戦線（MILF）を率いて、
8年前にマニラとの和平協定に署名した。この
協定は、MILF の数十年にわたる反乱に終止符
を打ち、元反乱軍兵士による武器の放棄が必須
であることを明記している。
この和平プロセスは、2019 年に始まる 3つ

の段階を経て完了する予定だったが、	新型コロ
ナウィルスのパンデミックによって中断されて
いた。政府のデータによれば、MILF はそれま
でに 5,000 丁以上の銃器を差し出していた。
フィリピン国防省は、元ゲリラが約 4万丁の
銃器を保有していたと推定している。

テロリスト最新情報

旧武装勢力が 
武器を放棄
ミンダナオ島の元武装勢力の 
武装解除が完了 

ベナール・ニュース

モロ・イスラム解放戦線（Moro	Islamic	Liberation	
Front）のムラド・イブラヒム会長は、フィリピン政
府との和平協定の一環として、元反政府勢力に武器の
引き渡しを求めている。GETTY IMAGES

IPDF
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武装解除の過程で、武器を差し出す各元戦
闘員には教育資金などの現金が支払われる。
2022年 5月の総選挙でマルコス氏を支持し

なかったにもかかわらず、ムラド氏はマルコス
氏に協力と支持を約束した。ムラド氏は、マル
コス大統領と同名で彼の父親であるかつての独
裁者がその軍隊でイスラム教徒の各地域を掠奪
し、コミュニティで虐殺を繰り返したと非難し
ていた。	

「歴史的正義、進歩、平和」
マルコス大統領は、地域平和への自らのコミ
ットメントについて語った。「あなた方の大統
領として、バンサモロ暫定統治機構（BTA）
とバンサモロの人々すべてに、現政権の和平
プロセスに対する全面的かつ揺るぎない関与
を約束します」と全体会議で述べ、
「永続的な平和への道筋は、常に建設の途
上にあります。しかし、私たちはこの道をと
もに歩みます。私たちが歩く理由は、その道
のりが楽だからではありません。私たちがこ
の道を歩く理由は、それがいかに困難であっ
ても、旅路の終わりに歴史的正義、進歩、平和、
安定、そして我が国民が長い間希求した団結
があることを知っているからです」と言葉を
続けた。
マルコス大統領は、彼の政権が社会経済の

発展を後押ししてその関与の度合いを深め、

数十年にわたる紛争で疲弊した地域において
平和を浸透させていくと述べた。そして「BTA
に私がお願いしたいことは、住民の福利厚生
を確保するための措置を講じることです。特
に医療、漁業、輸送・交通、デジタルインフ
ラ、電子ガバナンスの分野において必要です」
と語った。
MILF 指導部はまた、モロ民族解放戦線

（MNLF）の指導者であるヌール・ミスアリ
（Nur	Misuari）氏を議会に招待した。MILFは、
1978 年にMNLF から分離している。MNLF
は1996年に政府と独自の和平協定を締結し、
ミスアリ氏はその後、イスラム教徒自治区の
知事になった。ただし、政府はこの協定を失
敗と見なした。
ミスアリ氏は後に政府に反抗し、2013 年	

にMNLF がザンボアンガ市南部を包囲し、
200 人以上が死亡した。マルコスの前任
者であるロドリゴ・ドゥテルテ（Rodrigo	
Duterte）大統領は、2016 年に就任したとき、
ムスリムの不満を鎮めるためにミスアリ氏の
反乱に係わる罪状を不問に付した。
2022年 9月下旬、ミスアリとムラドは共

にステージに立ち、2人の元戦闘員がマルコス
の前で抱き合ったのだ。「私たちはバンサモロ
の一致団結のために共に働くのだと心に誓い、
MNLFに声をかけたのです」とムラド氏は語
った。

2022 年 9月にバ
ンサモロ自治区で
開催された議会の
会期中、フィリピ
ンのフェルディナ
ンド・マルコス・
ジュニア大統領
（中央）と話すム
ラド・イブラヒム
氏。左から 3人目
のヌール・ミスア
リ氏は前を向いて
いる。	
GETTY IMAGES
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軍において核抑止力が最も重要な
任務であり続けるのには理由があ
る。米国戦略軍（USSTRATCOM）
は、戦略的な攻撃を抑止すると共
に、その抑止が失敗したときに決
定的な反撃を加える責務を担う。

USSTRATCOM元司令官のチャールズ・リチャー
ド（Charles	Richard）米国海軍大将は、次のよう
に説明している。「米国国防総省（DOD）のすべて
の運用計画、および我々が保有する他のすべての
能力は、戦略的抑止が有効であるという前提をそ
の土台に据えている。そして戦略的抑止、とくに
核抑止力が有効でなくなると、我々が持つ他のす
べての計画と能力が設計通りに機能しなくなる」
核抑止力が米国の国家安全保障の基盤としてそ

の信頼性を維持するには、陸、海、空という 3つ
のプラットフォームから核兵器を発射できる従来
型トライアド兵器システムの最新化が死活的に重
要であり、これを進める必要がある。さらに、こ
れまでの作戦型アプローチからより強固な統合抑
止の概念へと進化させることで、米国は当面信頼
できる核能力を維持し、世界の安定確保に一層貢
献することができる。この概念では、トライアド
つまり核の 3本柱としての能力は、サイバー空間、
宇宙、ミサイル防衛、さらには民間の学界、産業界、
同盟国をはじめとする他の戦略的能力と結び付き、
組み込まれていく。
核抑止力は、競合他国のそれぞれが核攻撃に対

して即応性と確実性を以て同様に反撃する能力を
有するという共通の認識から形作られる。核抑止
力を維持する上で従来より重要な要素は、戦略的
に通用する兵器システムを配備することだ。今日、
米国が保持する核のトライアドは、潜水艦発射弾
道ミサイル（SLBM）を搭載した 14隻の戦略ミサ
イル原子力潜水艦（SSBN）、400 基の陸上発射型
大陸間弾道ミサイル（ICBM）、および 60機の核搭
載可能な重爆撃機で構成されている。これらを総

合して米国のトライアドが確実に成し遂げたいこ
とは、どのような状況下であっても、米国の反撃
能力を排除して容認できない損害を与えるような
戦略的攻撃を開始できると、いかなる敵にも信じ
させないことだ。この目的のために、トライアド
の各柱がそれぞれ独自の属性を補完的に提供し、
米国戦略軍を即応可能で残存性の高い、柔軟な兵
力にしている。
ミニットマン III 大陸間弾道ミサイルは、核の

トライアドで最も即応性の高い柱だ。1959年以来、
ミニットマンミサイルは 24時間切れ目のない警
戒体制を敷き、アメリカの戦略的抑止プログラム
における即応可能な構成要素となっている。ICBM
は 400 基の堅固な地下サイロに分散され、さらに
50基のサイロが「待機（warm）」状態に保たれて
複数の軍事基地に割り当てられているため、これ
らを標的にすることはどのような敵にとっても困
難だ。こうした米国 ICBMの堅牢と分散という特

米

地球規模の安全保障のデモンストレーションとして、ミズーリ州ホ
ワイトマン空軍基地から派遣された米空軍B-2スピリット爆撃機が、
英国空軍フェアフォード基地に着陸する。SGT. ミゲル・ララ・サード（MIGUEL 

LARA III）技術下士官 / 米国空軍

能力の最新化を進める米戦略軍
グレン・T・ハリス米空軍准将、ジョン・ヤニコフ米陸軍少佐、米戦略軍（両執筆者）
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質によって、敵がすべての ICBMを使用不能にし
ようとするのなら、米国本土への大規模な攻撃に
コミットする必要があり、それが抑止力の強化と
なっている。
ミニットマン III の兵器設備では、定期的な「取

り外しと交換」という更新のアプローチをフルに
活用して、最初の配備以来 100	％の警戒態勢実
施率を達成している。また、セキュア通信システ
ムによって米国大統領と国防長官は、各発射要員
と信頼性の高い方法で事実上瞬時に直接連絡を取
り合うことができる。コントロールセンターの発
射要員は、遠隔地にあるすべてのミサイル発射場
と継続的な警戒態勢を敷いている。発射コントロ
ールセンターと遠隔地のミサイル発射施設との間
で指揮機能が失われた場合、自動的に特別仕様の
E-6B 空中発射コントロールセンター航空機が孤
立したミサイルの指揮・統制任務にあたる。空中
のミサイル戦闘要員が大統領の命令を実行するの
で、トライアドの 1つの柱である陸上配備された
ICBMもまた残存可能だ。

ステルスと精度
核のトライアドのうち海を基盤とする柱は、探知
不能の発射プラットフォームとして機能するオハ
イオ級 SSBNであり、最も残存性が高い。SSBN
はステルス性、長期の哨戒活動、そして核弾頭の
精確な運搬を念頭に設計されている。潜水艦は、

平均して 80日間を海で過ごし、その後入港して
35日間の保守点検作業を受ける。各潜水艦にはブ
ルーとゴールドの 2組の乗組員がいて、交互に哨
戒活動に従事する。これによって潜水艦の戦略的
可用性を最大化し、戦略的要件を満たすために必
要な潜水艦の数を減らし、乗組員の訓練を最適化
するとともに、即応性と士気を高めることができ
る。各 SSBNは最大 24基の SLBMを搭載し、そ
れぞれが複数の弾頭を備えて別々の標的に対応す
る。7,000 キロメートルの射程距離を持つトライ
デント II	D5 ミサイルによって米国は、敵の堅固
で重要な施設を危険にさらすことが可能だ。SSBN
は機動性が高く、さまざまな発射地点に移動して
上空からの脅威を避けることができるため、同盟
国に一層の安心感を与え、運用の柔軟性も高めて
いる。
爆撃機は、米国の核のトライアドで最高度の

柔軟性を持つ柱だ。B-52Hストラトフォートレス
（Stratofortress）と B-2A スピリット（Spirit）とい
う 2種類の航空機から構成される空中プラットフ
ォームであり、世界中どこへでも迅速に核攻撃能力
を用意し、ほとんどの敵の高度な防御網をすり抜け
る。米国の爆撃機は空中給油を受けることができる
ため、ほぼ無制限の行動範囲を持つ。また、空中発
射巡航ミサイル（ALCM）の射程を合わせると、敵
国領土内にある標的の多くを脅かすことができる。
爆撃機は、米国内の基地から飛び立って世界中のあ

米国海軍オハイオ級潜水艦隊を引き継ぐこ
とになるコロンビア級戦略ミサイル原子力
潜水艦（SSBN）の完成予想図。米国海軍
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らゆる潜在的ターゲットに到達できるほか、平時、
危機発生時、または紛争発生時に前方展開すること
も可能だ。これによって仮想敵国に、同盟国やパー
トナー国の安全保障にコミットする米国の姿勢を具
体的な形で知らせることができる。
どちらのタイプの爆撃機も、任務に応じた核兵

器と通常兵器の運搬が可能だ。B-52 は、重力爆弾
やクラスター爆弾、精密誘導ミサイル、統合直接攻
撃弾（JDAM）など、米国が保有する兵器から最も
広範な種類の武器を投下または発射することができ
る。B-2 爆撃機は敵地に潜入する際、比類のない柔
軟性を発揮する。B-2 は、そのステルス性を活かし
て敵の高度な防御網に潜入し、厳重に守られた目標
を攻撃するというユニークな能力を備えている。こ
の爆撃機は、逼迫したタイムラインのなかでも武器
の着脱が可能なため、米国の指導者は航空機の離陸
後に攻撃中止命令を下すことができる。

究極の基盤
これらの核戦力を合わせたものが、米国の安全保障
にとっての究極の基盤だ。核のトライアドを最新化
するという米国政府のコミットメントは、これをさ
らに明確に示している。各兵器システムは、変化す
る技術と進化する任務要件に対応するために定期的
かつ日常的に更新されているが、3本の柱をすべて
最新化して抑止力の維持を確保しなければならない。	
つまり、既存のプラットフォームを新しい武器シス
テムに置き換えるか、または完全にオーバーホール
して最新技術による装備を搭載する。そのような核
戦力の再強化は進行中であり、今後 20年間で国防
総省予算の 3.7％を占めると推定されている。
以前より継続的に更新されてたミニットマン III

は、ミサイルの標的オプションが拡大し、精度と
残存性が向上した。しかし米国空軍は、ミニット
マン III のライフサイクルをこのまま引き延ばした
場合、ICBMを交換するのとほぼ同じ費用がかか
ると判断した。しかも、新たに導入する ICBMは
これまでのものより将来の要件に合わせやすく、
ライフサイクル全体にわたって維持費を低く抑え
られる。そのため、国防総省は今後 ICBMに代わ
るものとしてセンティネル・プログラム（Sentinel	
program）の導入を発表した。
センティネル・プログラムはモジュール式アー

キテクチャを採用しているため、脅威となる環境
が急速に変化しても、新たなテクノロジーを取り
入れて対応することができる。これによってプロ
グラムのコストが下がるほか、2070 年代まで運用
することが可能となる。このプログラムには発射
施設の最新化、指揮統制の改善、安全性およびセ
キュリティの向上も含まれており、2029 年に改良
作業が始まる。
米国の核のトライアドにおける海を基盤とする

柱もまた、最新型兵器システムの恩恵を受ける予定
だ。どの米原子力潜水艦よりも長期間の任務に就
いている 14隻のオハイオ級 SSBNは、少なくとも
12隻のコロンビア級 SSBNと交代する。このプロ
ジェクトによって、航法、操縦性、指揮統制、静粛
化技術の高度化がもたらされるだろう。今日ステル
ス性の最も高い潜水艦になると期待されているコロ
ンビア級原子力潜水艦は、就役期間途中での燃料補
給を必要としない原子炉を備えているため、任務の
要件を満たしつつ運用コストを削減できる。

米国コロンビア級潜水艦と英国ドレッドノート
級潜水艦は、現行のトライデント II	D5	SLBMを
搭載し、ミサイル・コンパートメントを別途設計
する必要がないため、同盟国との相互運用性が高
まり、コストが大幅に削減される。コロンビア級
SSBNは当初 16基のトライデント II	D5	SLBMを
搭載し、2080 年代まで運用するように設計されて
いる。トライデント II	D5	SLBMは 2040 年代まで
運用される。
一方、米国の核のトライアドにおける空の柱で

は、1種類の爆撃機を他機種と置き換え、もう	
1 種類を更新している。1961 年に初めて導入され
た B-52 は、これまでに運用期間の延長とアップグ
レードが施され、2040 年以降も運用される予定だ。
2020 年代半ばに補充された B-2 は、2022 年後半
に米国空軍が導入した B-21 レイダー（Raider）に
よって最終的に置き換えられる。次世代ステルス爆
撃機である B-21 は、長い航続距離と高い残存性を
特徴とし、通常兵器と核兵器の搭載が可能な設計だ。
B-21 は計画最小在庫数を 100 機とし、柔軟な抑止
力オプションとして米国の核のトライアドに加わる。
さらに、ソ連の脅威からの防衛を目的として設計

され、1982年に最初に配備されたAGM-86B	ALCM

サウスダコタ州エルスワース（Ellsworth）空軍基地の B-21 レイダー
爆撃機のレンダリング。同基地は、この米国空軍新型ステルス機が
配備される基地の 1つ。ノースロップ・グラマン
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2020 年の試験中、カリフォルニア州ヴァンデンバーグ
（Vandenberg）宇宙軍基地から発射される模擬弾頭搭載のミニ
ットマン III 大陸間弾道ミサイル。米国空軍
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は、トライアドの航空部門を支援するために長距離ス
タンドオフミサイルに置き換えられる。このステルス
巡航ミサイルは、前世代のALCMに比べて精度、射程、
信頼性が向上しており、ミッション成功率の増大と共
に、乗組員に対するリスクの低減化を実現している。
米国における核のトライアドの有効性は、兵器

システムの最新化だけでなく、安全な核指揮・制御・
通信（NC3）システムの最新化によっても決定さ
れる。核兵器を即座に、計画的に、しかも誤りなく
使用するためにNC3は不可欠である。NC3システ
ムが果たす重要な機能は 5つある。それは検知で
あり、警告および攻撃の特性評価であり、適応力に
富む核計画、意思決定会議、大統領命令の受領、そ
して兵力管理の実現だ。このシステムは、地表と宇
宙空間を拠点として地球上の脅威を監視するセンサ
ー群と、あらゆる条件下で国の意思決定者を核戦力
に接続する通信アーキテクチャを備える。
核のトライアドに新たな能力を補完するため

に、NC3システムはNC3	Next へとアップグレー
ドされつつある。元USSTRATCOM司令官のチャ
ールズ・リチャード海軍大将が説明したように、
それは複雑なネットワークをすべての面で改善す
るための継続的なイニシアチブだ。NC3プラット
フォームのいくつかは 1980 年代に開発されたも
のだが、それ以降中国とロシアがこのレガシーシ
ステムを脅かすことのできる能力を開発している。
NC3	Next は 200 以上のプラットフォームを備え
ている。たとえば、約 60のシステムに組み込まれ
た無線機・端末から衛星に至るまでの装置を使用
し、暗号化された戦略情報を原子力潜水艦に送信
する。また、「ドゥームズデイ（Doomsday：世界
の終りの日）飛行機」として知られる E-6B 空中司
令機または E-4B 国家空中作戦センター航空機は、
地上システムが無力化されたときに指揮を執る場
所となる。
このシステムで重要なノードの 1つが、すでに

最新化されている。2019年、USSTRATCOMはネ
ブラスカ州オファット空軍基地に指揮・統制施設
（C2F）を開設した。米国における核戦力指揮の中
核となるこの施設は、核戦力全体の最新化に向けた
第 1段階であり、核のトライアドやNC3といった
他のすべての戦略的資産の最新化を支援する。
約 1,900 億円（14億米ドル）をかけた	

85,100 平方メートルの施設には 3,000 人以上の人
員が配置され、延べ 1,000 キロメートル以上の IT
関連ケーブルが敷設されて、米国の戦略的抑止力
の長期的な実行可能性と信頼性を支えている。C2F
は新たな脅威や能力の出現に応じて進化するよう設
計されており、これにより米国は将来にわたって適
応力に富み、柔軟性を保持することができる。

統合抑止
中国共産党およびロシアが通常兵器と核兵器を最

新化するために高い水準で防衛費を支出している
ことから、米国は戦略兵器システムの最新化に投
資することで両当事国とのバランスの維持を目指
している。中国では軍事戦略において核兵器の重
要度が一層増しており、ロシアでは核兵器が依然
として軍事戦略の基礎を成している。リチャード
海軍大将によると中国共産党は「核開発の拡大
（nuclear	breakout）」の最中で、2030 年までに核
弾頭の数を 2倍若しくは 3倍にする勢いにあり、
ミサイル防衛システムの能力と総量も拡大の一途
にある。ロシア国防省によると、同国戦略核戦力
の 90％はここ数年で最新化を済ませている。

ロシアと中国共産党はそれぞれ核のトライアド
を保有するが、「国家の核備蓄が、大体においてそ
の国の全体的な能力の尺度になっている我々は、
国としての遂行能力がどれだけあるかを完全に理
解するために、運搬システム、精度、射程、即応性、
訓練、作戦の概念、その他多くのことを考えなけ
ればならない。たしかに、今のところ我々の核備
蓄量は中国のそれより大きいが、保有する核の	
3 分の 2は、条約上の制約によって実戦で利用す
ることができない。それにもかかわらず現在利用
可能な能力で、同時にロシアや北朝鮮などの国々
を押し止めなければならない。」とリチャード大将
は警告した。以上の理由から、二極対立の冷戦時
代に米国が単独で他方を凌ぐ核保有国であった状
況と比較することに十分な意味はない。今日の戦
略的環境の特徴は、力のある 2つの国が世界秩序
の変更を目論むなかで、米国とその同盟国がルー
ルに基づく秩序を守ろうとしている構図だ。中華
人民共和国とロシアは、あらゆるドメインと地理
的位置において紛争を一方的に、どのような敵対

多国間ミサイル防衛について議論するために、オランダのアムステ
ルダム海洋機構（Marine	Establishment	Amsterdam）で開催された
ニンブル・タイタンのセミナーに参加した十数か国と 3つの国際機
関の幹部指導者たち。ドッティ・ホワイト（DOTTIE WHITE）/ 米国陸軍
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的レベルにまでもエスカレートさせることができ
る、とリチャード大将は言う。
したがって抑止力は、核のトライアドという兵

器システムとNC3の最新化で済むものではなく、
それらを超えたものであると認識することが不可欠
である。さらに競合国家は、従来型のドメインと国
境に挑戦する能力を引き続き身に付けようとしてい
る。抑止力を強化・拡大した考え方では、統合ミサ
イル防衛（IMD）や宇宙・サイバーを含むあらゆる
ドメインがその視野に入る。同時にまた、同盟国と
のパートナーシップ、そして米国の知識基盤・産業
基盤とのパートナーシップが、将来の能力を支えて
いくためにどれほど必要なものであるかを理解して
いく。この統合抑止というアプローチによって、あ
らゆる敵に合わせた戦略を計画および実行する上で
特に必要とされる固有の柔軟性がもたらされる。

ミサイル防衛を核のトライアドに統合すること
で、NC3	Next と国家核政策が我々の能力を高め、
選択肢を拡げる。そして願わくば、何らかの紛争が
核戦争にならないよう予防してくれる。IMDは、平時、
危機、紛争時のいずれにおいても不可欠かつ継続的
な任務であり、領土、住民、軍隊を空爆やミサイル
攻撃から守ることに役立つ。米国は現在、3つの戦域
レベル・ミサイル防衛システムを配置して、飛来す
る短距離・準中距離・中距離弾道ミサイルを標的に
し、本土と周辺地域を防衛している。これらが陸上
ベースのPAC-3（Patriot	Advanced	Capability-3：
地対空誘導弾パトリオットミサイル先進能力 -3）と
THAAD（終末高高度防衛ミサイル）システム、およ
び海上ベースのイージスシステムであり、もちろん
イージスアショアも陸上に展開可能だ。各システム
は、弾頭が大気圏に再突入した後の最終段階でロケ
ットまたはミサイルを標的にし、レーダーと衛星シ
ステムを利用して脅威を検出、分類、追跡する。

IMDシステムを適切に配備することで広範な選
択肢が用意され、その間、敵が目的達成のために
仕掛けるミサイル攻撃の能力を抑えられる。つま
り敵の自制を促すことによって、ミサイル防衛は
その目的に沿った、より信頼性の高い抑止力を確
立する。また、堅牢で信頼できるミサイル防衛プ
ログラムを持つことで、競合国はミサイルの保有
により多くのリソースを費やさざるを得なくなり、
彼らに負担を課すことができる。
中国とロシアは先進的なプラットフォームを開

発して、現行の陸上型レーダー・アーキテクチャに
挑戦しようとしている。たとえば、デュアルユース
のロシア製ジルコンや中国の極超音速滑空ミサイル
などがある。米国は潜在的な兵力不均衡に対処すべ
く、次世代迎撃機、極超音速滑空迎撃機、高エネル
ギーレーザー、その他の指向性エネルギー技術の開
発を進めて、既存のミサイル防衛システムを補完し、
将来のミサイルの脅威に対抗しているところだ。
早期警戒があらゆる種類の先進的ミサイルに対

応するには、戦略的な統合抑止を達成するための地
球規模の計画で補完することが必須だ。競合国のシ
ステムは、地理的な国境や運用上の限度を考慮して
設計されているわけではない。警戒、追跡、無力化
のシステムに加えて米国は、警告がない状況を把握
するために別の心構えが必要となるだろう。ミサイ
ル防衛兵力を指揮および統制する能力こそ、抑止力
という点で兵力の下支えとなる。NC3	Next と全領
域統合指揮統制（JADC2）システムは、ミサイル
防衛を統合し、抑止力を効果的にするための重要な
部分だ。JADC2 は、統合軍全体でより迅速に情報
を共有する手段を提供し、核戦力と通常兵力に対す
る脅威に反撃する上で最良のセンサーと最高の発射
装置が確実に利用できるようにする。ミサイル防衛
システムの指揮と統制を統合することで、競合国が
持つシステムごとへの対処が必要でなくなり、小型
核兵器（low-yield	nuclear	weapon：低出力核兵器）
などの敵対兵器を米国が抑止する上で手助けとなる。

運用上実効性のある抑止力の再考
核のトライアド、NC3、IMDは、抑止力の鍵とな
る要素として互いに結び付いている。今日のマルチ
ドメイン環境において統合は、宇宙、サイバー、グ
レーゾーンでも成立し、従来の戦争と平和の中間で
営みを続ける国家と非国家主体の間での競合的関係
として定義される。こうした複雑性ゆえに米軍は、
産業・学術両界との統合を一層押し進め、現在お
よび将来にわたる抑止力の課題に対処する必要があ
る。核の脅威は現在と過去で異なるものの、知力へ
の投資からは依然として恩恵が得られる。たとえば
米国では、冷戦の研究と抑止理論の探求を目的とし
てシンクタンクのランド研究所が設立された。当時
の偉大な理論家の中には、トーマス・シェリングや	

試験発射される THAAD（終末高高度防衛）迎撃ミサイル。米国ミサイル

防衛局（MDA）
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ハーマン・カーンのように軍と政府による伝統的
アプローチという「既存の枠組みに捉われない
（outside	the	box）」研究を続け、何十年にもわたっ
て世界に貢献した初期核抑止理論を作り上げた人た
ちもいる。
USSTRATCOMでは、運用上実効性のある抑止

理論について再考し、より包括的な統合抑止の考
え方を扱うようにしている。抑止に対する考え方
を根本的に変えることで、それがどのような形で
今日の環境で適用され得るか、そして共通の包括
的な防衛力に役立つ計画を実行する際に戦略をど
のように伝えれば効果的であるかについて理解を
深めることができる。統合抑止の考え方は、集団
的抑止力のあらゆる側面に米国の同盟国とパート
ナー諸国を組み入れることを優先している。
同盟国とパートナー諸国との相互運用性では、

行動の自由が維持され、知識と選択肢が増加し、効
果的な防衛協力が可能となる。ニンブル・タイタン
（Nimble	Titan）などの図上演習を通じて、パート
ナーとの戦略的関係を強化する取り組みが続いてき
た。24か国と3つの国際機関がこの演習に参加し、
相互運用性と防衛概念を高めることを目的とした多
国間統合に焦点を当てている。米国とその同盟国お
よびパートナー諸国は前述の統合抑止システムを通
じて戦略的攻撃に対する準備態勢を整えていくが、
それがこの協力関係によって強化されるのだ。強力
で統合化された核抑止プログラムによって、同盟国
やパートナー諸国による核兵器開発の動機が制限さ

れるため、米国の核不拡散目標にも貢献している。
多国間演習はまた、北朝鮮、中国、ロシアなどが

核兵器を使用する、または使用すると言って脅かすこ
とで利益が得られるという考えを抑制している。この
ようにして、戦略的環境が大きく激しく変化するなか
でも、統合抑止は世界の安定と平和の維持に役立って
いる。米国と同盟国の統合抑止を構成するシステムの
最新化と高度化が進むにつれて、核競合国および潜在
的競合国は次第に核への投資はあまりに負担が大き
いと考えて、代わりに米国と共に核による紛争や誤っ
た核使用の可能性を減らす方を選ぶはずだ。
敵対する脅威が増大し続けるなかで、抑止力の

重要性は持続する。しかし、米国と同盟国は現在、
それらが直面するダイナミックな環境に合わせて
核抑止力を調整し、進化させている。戦略的抑止
には、米軍全体とそれを超えたすべてのドメイン
にまたがる能力の統合が必要だ。核のトライアド
を超えてNC3システムを最新化し、IMDを含む
その他の能力へ投資することは、選択肢を増やし、
抑止力を高めることになる。
70年にわたり抑止力は、世界が壊滅的な核紛争

を回避する手助けをしてきた。そして、これから
も地球全体で米国の軍事作戦と外交を担っていく
のだ。統合抑止は、予測し得る限りの将来におい
て米国国家安全保障の最終手段であり、基盤であ
り続けるだろう。o

2018 年、カリフォルニア州沖でオハイオ級
潜水艦ネブラスカから試験発射される模擬弾
頭搭載のトライデント II	D5 ミサイル。米国海軍

この記事は、米欧州軍の出版物である『Per Concordiam』第 12 巻 3 号に最初に掲載
された。
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兵器の
デュアルミッション化

2022 年 7月、ハワイで行われた「環太平洋演習」多国間演習で、ミサイルを発射するHIMARS システム。ロイター
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領土を守り 
抑止力を高める 

陸上配備型 
精密射撃

ブライアン・C・ニール（BRYAN	C.	NEAL）少佐 / 米国陸軍
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前
方配備型の戦略的長距離精密火力
（SLRPF）は、中国共産党を含むイン
ド太平洋地域における攻撃的な行動
に対して、同盟国やパートナーとと
もに軍事的対応を迫られた場合に、
米国が活用できる主要な軍事アセッ
トだ。戦略的に配置されたこれらの

機動的な米軍戦闘システムは、既存の、そして常に改
善されるマルチドメイン（空、サイバー、陸、海、宇宙、
電磁スペクトル）能力とともに、大きな抑止力となる。
SLRPF システムの配備により、敵の高度なミサイル

技術や戦力投射プラットフォームに戦略的に対抗する
ことで、志を同じくする国々が「自由で開かれたイン
ド太平洋」を維持することができる。	
SLRPF は、ミサイルや大砲などの大口径・大打撃兵

器で、敵陣を突き破り、遠距離の重要目標を破壊する
ために設計されている。しかし、米国陸軍を代表する
他のシステム同様、その効果を維持するためには、急
速に変化する戦争の性質に合わせて進化していく必要
がある。
2018 年 5月から 2022 年 6月まで米国陸軍将来コ

マンドの長距離精密射撃クロスファンクショナル・チ
ームのディレクターを務めたジョン・ラファーティ	
（	John	Rafferty）少将は、「陸軍の野砲システムおよび
弾薬の強度と俊敏性を向上させることにより、兵士は
将来の戦場でより正確で破壊的な効果を提供すること
ができる」と述べている。オクラホマ州フォートシル
を拠点とするこのグループは、新しい時代の戦争に向
けた長距離精密射撃の進め方をナビゲートする役割を
担っている。このプログラムは陸軍の戦術的近代化の
優先課題であり、システムの可能性を模索するには、
陸軍の戦闘能力開発司令部の専門知識と、産業界や学
界からの情報を活用する必要がある。
このシステムの導入は、米国とその同盟国やパー

トナーが、南シナ海や東シナ海などにおける中国共産
党の脅威に対処するための計画の重要な要素だ。オー
ストラリア、日本、韓国、米国、東南アジア諸国連合
（ASEAN）、インド、ニュージーランド、太平洋島嶼国
などの国家間の協力が成功の鍵となる。法治に基づく
国際秩序の尊重などのビジョンを共有する同盟国やパ
ートナーとの比類なきネットワークを強化することで、
侵略を抑止し、集団安全保障と繁栄を確保することが
できる。
米インド太平洋軍（USINDOPACOM）の担当領

域は、米国防総省の重点地域となっている。米イン
ド太平洋軍司令官ジョン・C・アクイリノ（John	C.	
Aquilino）大将は、この地域のあらゆる領域が中国に
よって争われており、米国は人工知能、攻撃射撃、指
向性エネルギー、超音速、量子コンピューターなどの
技術的進歩によって中国の能力を先取りし、こうした
進歩を同盟・提携軍にできるだけ早く組み入れなけれ
ばならないと述べた。
2021 年 10 月にカリフォルニア州ヴァンデンバー

グ宇宙軍基地で行われた飛行試験で、陸軍戦略的長距
離精密火力が、既存の陸軍戦術ミサイルシステムの射
程 300 キロを超える 499 キロメートル以上のミサイル
を発射できることが検証された。陸軍は 2023 年に最
初の運用型精密照準爆撃ミサイル（PrSM）を展開する
予定で、英国はM270 多連装ロケットシステムのアッ
プグレードの一環として 2024 年に PrSMを配備する
と発表している。新ミサイルシステムは、陸軍の次世
代 PrSMを装備した既存の発射台で構成され、空中か
らの脅威、ミサイル発射装置、指揮統制センター、組
立 /ステージングエリア、その他のミッションクリテ
ィカルな目標を破壊することができる。ミサイルは、
敵のレーダーや電波にロックオンするマルチモードシ
ーカーを搭載しており、従来の地上標的だけでなく海
上の標的への攻撃も可能となっている。

外交にとってのインセンティブ
アクイリノ大将や他の米軍指導者が言うように、米国
や同盟国・パートナーの軍事的抑止力を高めることは、
中国共産党の拡張主義的傾向に歯止めをかけ、南シナ
海や東シナ海で起こりうる火種を外交的に解決できる
可能性を高めると思われる。
米国は、より安価な接近阻止・領域拒否兵器で標的

にされる可能性のある船舶や航空機などの大規模で高
価な「威信」的プラットフォームから離れ、より小型
でコストが低く、製造が容易な兵器に投資する必要が
ある。この地域の抑止力を再調整するために、米国は
領域拒否兵器の改善に力を入れるべきだ。
2021 年 3月、当時の米インド太平洋軍司令官フィ

リップ・S・デビッドソン大将は、米議会で「紛争を防
ぎ、米国の利益を守り、同盟国やパートナーを安心さ
せるためには、戦闘力を持つ通常型の抑止態勢が必要
だ」とした上で、「説得力のある抑止力がなければ、中
国は、法治に基づく国際秩序と、自由で開かれたイン
ド太平洋のための我々のビジョンに表される価値を損
なわせるための行動を取るだろう」と証言した。
インド太平洋における米国主導の抑止力の目標は、

敵軍を危険にさらし、中国共産党が自治権を持つ台湾
に侵攻するような敵対行動を実行するにはコストがか
かりすぎるようにすることだ。
インド太平洋は、広大な海域と、大きさや地形が異

なる数千の島々からなる群島が特徴だ。中国の長距離
精密攻撃能力を必要とする環境下での通常型抑止力を
計画する際には、このような地理的特性を考慮する必
要がある。
戦略的長距離精密火力は、従来の兵器に比べ、戦略

的にも経済的にも有利となる。陸軍の精密照準爆撃ミサ
イルはそのコンセプトの一例である。高機動砲ロケット
システム（HIMARS）や多連装ロケットシステム（MLRS）
などの従来のプラットフォームを使用する精密照準爆撃
は、対艦ミサイルを500km以上の距離で発射でき、敵
の艦艇を危険にさらすことができる。	
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一方、有人航空機は航続距離や飛行時間が限られており、
敵国の高度な防空システムに弱く、戦略的長距離精密火
力のような持続的な全天候型の抑止力に欠けている。
戦略的長距離精密火力は、大きなメリットがある。

ラファーティ少将は 2020 年 9月、ウェブサイト「デ
ィフェンス・ニュース」に対し、「発射を想定できるさ
まざまな場所に合わせて、太平洋に射程能力に幅があ
るポートフォリオを持つことで、多くの選択肢が生ま
れると思う」と述べ、さらに「そのようなさまざまな
場所からの長距離能力を組み合わせることで、敵にと
ってとてつもないジレンマを生み出す」と語っている。
マルチドメイン・タスクフォース（MDTF）は、ミ

サイル、防空、情報、サイバーなど様々な要素を備え
た作戦・戦略上の精密射撃の要件に対する陸軍の回答
だ。これらが一体となって特定の地域を防衛する能力
を促進することで、戦闘信頼性の高い抑止力の基礎と
なる。
陸軍の戦略的長距離精密火力と、マルチドメイン・

タスクフォースで使用できる射程距離には、以下が含
まれる：
•	長距離極超音速兵器（2,775 キロメートル）
•	高機動ロケット砲 /多連装ロケットシステムのラ
ンチャー対応の精密照準爆撃ミサイル	(500km)
•	中距離能力（SM-6 ミサイル、地上発射型トマ
ホーク陸上攻撃ミサイル、PrSMスパイラル 3）
（1,800 キロメートル）
•	高機動ロケット砲 /多連装ロケット砲システムの
ランチャーに対応した長距離誘導多連装ロケット
システム（150km）
•	高機動ロケット砲システムランチャーに対応した
地上発射型小口径爆弾	(150km)
これらの兵器は、中国人民解放軍（PLA）のロケッ

ト部隊が設置した兵器に対抗するもので、その多くは
中国東部の南シナ海や東シナ海、朝鮮半島、台湾など、
中国人民解放軍との対立が最も予想される場所に配置
されている。移動式で地上発射型の SLRPF システムを
この地域に配備することは、人民解放軍の計画をより
複雑化させ、システムを標的とするのに必要なアセッ
トを増加させる。
「中国政府は、米国の重爆撃機を収容できる近隣の
一握りの基地を標的とし、米国の水上戦闘艦を中国の
沿岸から立ち退かせるかもしれないが、常に移動して
いる数百の米国陸軍の地上ランチャーを見つけること
は、中国軍の能力をはるかに超えた至難の業になるだ
ろう」と、フォーブス誌は 2021 年 10 月に報じている。
考慮すべきもう 1つの要因として、展開されている

SLRPF システムの種類がある。音速の 5倍以上の速度
で移動できる極超音速ミサイルは、陸軍の他の SLRPF
システムと容易に区別できるため、極超音速システム
をすぐに特定されない形で配置することは困難だ。反
対に、精密照準爆撃ミサイルの弾薬ポッドは、従来の
高機動ロケット砲システムや多連装ロケットシステム
のポッドと実質的に区別がつかず、敵はどのミサイル

が発射されているかを容易に判断できない。これによ
り、高度なミサイル能力を展開する際の柔軟性が増し、
中国共産党の対応規模が縮小する可能性がある。

浮上する疑問
米国とその同盟国やパートナーは SLRPF システムをど
こに配置するのか？軍事アセットは、地域の安定と安
全を回復するために、敵対的な侵略を抑止し、抑止が
失敗した場合でも効果的に対応するために、戦略的に
前方に配置されるのが理想的だ。	
米国は、同盟国やパートナーに対して、この地域に

対する強力かつ永続的なコミットメントと、中国共産
党の強圧に対抗することを保証しなければならない。
また、米陸軍の SLRPF システム配置を受け入れること
に同意した国は、国際的な規則と規範をますます主張
し、強制し、軽視する中国政権に対する抑止力を強化
する決定を下したと見なされる可能性が高い。
韓国に配備されている戦力は、北朝鮮の侵略を抑止

し、地域を安定させることを目的としており、中国に
対する脅威として位置づけられるものではない。
「同盟国やパートナーとともに、専門的な訓練を受
けた、壊滅的な合同軍を前方に配置することで、必要
な抑止力を提供すると同時に、地域のすべての人のた
めに平和、安定、繁栄を確保するための強者の立場か
らの外交を可能にする」と、アクイリノは 2021 年	
3 月の議会承認公聴会で述べている。
中国共産党は	SLRPF システムにどう対応するの

か？専門家は 3つの重要な要素を挙げている：
• 抑止力	—	米国とその同盟国やパートナーが、独
自の強力な戦力を導入することによって、南シナ
海や東シナ海などにおける人民解放軍の存在とバ
ランスを取る能力。

2021 年 10 月、高機動ロケット砲システムから精密照準爆撃ミサイ
ルを発射する前にポーズをとる米国陸軍の作戦部隊のメンバーたち。
カディール・ショー（KADIELLE SHAW）一等空兵 / 米国空軍
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2021 年 10 月、カリフォルニア州ヴァ
ンデンバーグ宇宙軍基地で、試験発射
される精密照準爆撃ミサイル。
アンソニー・メンデス（ANTHONY MENDEZ）/ 米宇宙軍
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• 経済力	—	国際法や規範の遵守を無視した貿易、
融資、その他の経済的手段を用いる中国共産党
に対抗する我々の集団的能力。

• 同盟の結束	—	クアッドメンバーのオーストラ
リア、インド、日本、米国、およびフィリピン
や韓国などの志を同じくする国を含む同盟国や
パートナーが、合意や相互運用性を構築し維持
すること。
SLRPF システムの展開に前もって対抗するため

に、中国共産党は、賄賂、威嚇、遠回しな脅しなど
を用い、主要国に対し、米国に同システム配備のた
めのアクセス拒否を説得するプロパガンダ作戦を行
う可能性がある。それが失敗すれば、中国政府は武
力衝突を伴わない政治的目的の達成を目指して、経
済強制やサイバー攻撃に頼ることになるだろう。
中国共産党の主張が強まる中、信頼できる抑止力

は不可欠であり、米国陸軍の陸上配備型 SLRPF シス
テムは、その抑止力の基礎となるはずだ。米国陸軍
のマルチドメイン・タスクフォースは、そのクロス
ドメイン的な能力と柔軟性から、この新しい技術を

この地域に導入するのに理想的な部隊だといえる。
中国共産党が、米国陸軍が第一列島線の陣地を獲得
するのを阻止するために、レトリックと強制で対抗
してくるのは間違いないだろう。しかし、そのよう
な対応に備えることで、米国とその同盟国やパート
ナーは地域の支配権を獲得し、維持することができる。
多くの米国のパートナーや同盟国は、ロシアの

侵略軍から自国を守るウクライナ軍によって価値
が実証された高機動ロケット砲や多連装ロケット
システムの調達を望んでおり、このようなシステ
ムを志を同じくする国々の手に届ける絶好の機会
だといえる。
ラファーティ少将は「複雑でハイテクな運用環境

では、脅威を迅速かつ正確に到達させ、無力化する
ことが最も重要になる」とした上で、「ありがたいこ
とに、近代化への戦略的投資の結果として既に浮上
している能力は、地上から地上への火力の範囲、致
命性、影響を拡大し、陸軍、合同軍、同盟国がほぼ
対等な力を持つ敵対者よりも極めて重要な一歩先を
進むことを可能にする」と述べた。o

SLRPF を発射できる高機動ロケット
砲システムを点検する米軍兵士。
AFP/GETTY IMAGES
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ここにいる皆さん一人一人に感謝します。この
部屋には旧友もいれば、古い仲間もいます。
しかし、何よりも、同盟国やパートナーから

あらゆる隊務に従事する多くの人たちが参加していま
す。民間のコミュニティや産業界も深く関わるこのシ
ンポジウムは、強さという特定の事実を浮き彫りにし
ています。そして、その強さには我々全員の力が必要
であり、我々全員がここにいて従事しているのです。
今回のシンポジウムの全体的なテーマは抑止力です。	
そして抑止においては、情報作戦は一貫して重要な

要素です。
私の定義では、抑止力とは、悪意のある行動によっ

て達成されるものに比べて耐え難いコストを課す、行
使能力と意志の組み合わせであると考えます。	
そして、最も重要なのは、あなたが実際に抑止する

能力と意志があると敵が認識することです。
具体的に何を目指しているのでしょうか？	
何よりもまず、我々の正当性は、この部屋にいる全

員が現状を維持し、武力行使によって現状を打破しよ
うとする者を抑止しようとしているという事実に基づ
いています。
国境を変えることもできるし、条件を変えることも

できます。しかし、それは、人間の尊厳とすべての関
係者の自決の原則を通して、交渉を通してでなければ
なりません。	
自由で開かれたインド太平洋、そして実際には世界に

おいて、我々が守ろうとしているのは次のような国です：

•	 法の支配と国際規範を尊重している国
•	 個人の権利と自由を擁護している国
•	 良好なガバナンスを促進している国
•	 共通の価値観と自由を守る国
•	 多国間機関の恩恵を受けている国

•	 海、空、宇宙へのオープンアクセスを支持・	
擁護する国

•	 公正で開かれた商取引を行う国

具体的に、我々は次のことを抑止しようとしています：

•	 中国の国際規範に反した拡張主義や、強制的お
よび /または軍事的行動による土地、海、栄養
素および鉱物資源の搾取。いかに彼らが誤解を
招くような物語を作ろうとしていようと、また
は彼らの主張を正当化しようとしていようと、
非合法的な第二の派生的な法的措置を取ってい
ようと、それらは理不尽なものです。

•	 ロシアによる侵略の継続。我々は、中欧でこの
ような攻撃性がどのようなものであるかを目の
当たりにしてきました。

•	 北朝鮮の核兵器による近隣諸国や国際社会に対
する脅迫

我々は、きわめて重大な時代に生きています。だか
らこそ、我々の共通の使命の緊急性を感じています。
この会議は、自由で主権ある国家の現状を維持し、

現在のシステム	—	全人類に利益をもたらしてきたシ
ステム—を反覆させるような国や行動を抑止するため
の情報作戦に関するものです。第二次世界大戦終結以
来、現在のシステムは世界の 60%を貧困の苦しみか
ら救い出しました。
情報作戦、および情報作戦を支援する電子戦は、認

知状態に影響を与え、攻撃的な拡張主義、強制、軍事
行動により押し上げられるコストが、得られる利益を
上回るという認識と信念を強化するように設計されて
います。	
これは、戦略的コミュニケーション、上級指導者間

抑止の鍵となる
情報作戦
競合国のリスク・コスト認識を覆す

以下は、米太平洋艦隊司令官サミュエル・パパロ大将
(Adm.	Samuel	Paparo) が、2022 年 10 月 18 日、ハワイで
開催された第 11回インド太平洋情報作戦・電子戦シンポジ
ウム（米インド太平洋司令官主催）で行った講演をFORUM
のために編集したものです。



2022 年 6月、フィリピン海で活動する
米国海軍誘導ミサイル駆逐艦「ベンフ
ォールド」
アーサー・ローゼン（ARTHUR ROSEN）二等兵曹 / 米国海軍

2022 年 11 月に韓国で行われた「ビジラント・ス
トーム」訓練で、米国空軍の B-1B 爆撃機と F-16
戦闘機が韓国空軍の F-35 戦闘機と飛行。
AP 通信



2022 年 10 月、韓国・麗州で合同渡河訓練
に備える韓国軍と米国軍。AP 通信

2022 年 8月、地域展開中の日本海上自衛隊、
韓国海軍、オーストラリア海軍、カナダ海軍
の艦船が編隊航行を実施。AP 通信

「抑止力と情報を融合させることで、敵対国のリスク、
コスト、利益に対する認識を変え、エスカレーションを

抑制する能力を発揮することができる」
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のコミュニケーション、そして主要な指導者の関わり
における敵対者間のコミュニケーションを通じて行わ
れます。
そうした取り組みは、情報作戦、監視・偵察、そし

て戦域認識と戦域での活動能力を保証するネットワー
クのもとで行われます。	
そして最後に、各国が自国の防衛のために発揮する

作戦上の安全保障があります。
ロイド・オースティン米国防長官は、統合抑止につ

いて、あらゆる軍事力の手段を通じて、戦域や戦場、
紛争の範囲にわたって効果を最大化すること、特に、
比類のない能力と同盟・パートナーシップのネットワ
ークによって、絶対的な優位性を確保することを述べ
ています。	
抑止力と情報を融合させることで、敵対国のリスク、

コスト、利益に対する認識を変え、エスカレーション
を抑制する能力を発揮することができます。	
我々は今どのような時代にいるのでしょう？現在、

中国共産党の第 20回党大会が開催中で、習近平総書
記が前例のない3期目の就任を果たしました。中国は、
30年来の伝統であったコンセンサスと賢明な外交政策
を、より独裁的に見えるものへと変化させています。
我々の願いは国際的なルールに基づく秩序を遵守す

ることです。それは「共通の繁栄」などという無難な
言葉で潜在的な敵が提案するような新たな秩序の構築
ではありません。	
そうした秩序は、中国を中心とし、その独裁政治に

よって「天下万事」が決定されるシステムです。中国
に見られるのは法治ではなく、法の力を借りた支配で

す。つまり、国際法や慣習を二次的に解釈して、それ
を宇宙の法則と宣言し、あたかもそうであるかのよう
に行動することです。
ここで、「復興」が何を意味するかをはっきりさせ

たいと思います。国家の復興とは、経済の党支配を意
味します。そして、それを支えるための軍の近代化を
意味し、さらに、武力で国境を変えることを意味します。
これが国家の復興の真の意味です。
我々は、同盟国やパートナーとして、中国と中国共

産党による意図的な悪意のある、次のような行動を常
態化させることはできません：

•	 南シナ海における軍事的拡張主義
•	 台湾を取り巻く海や空での強制や圧力
•	 尖閣諸島周辺の海域および空域における軍事的
強制と圧力	

•	（インドと中国の間にある）実効支配線沿いでの
軍事行動	

•	 香港における自由の侵害	
•	 オーストラリア、カナダ、リトアニアとの不和
に対する中国の対応を含めた、違法漁業から知
的財産の窃盗、世界的な債務の罠に至る、略奪
的な経済行為

したがって、これは中国の経済的、軍事的成長を封
じ込めることではなく、自由な主権国家である我々が、
中国の行動や言動が地域の平和と安定、あるいは国際
的なルールに基づく秩序を破壊しないよう保証するこ
となのです。o

2022 年 8月、東太平洋で違法漁業のパトロール中、
船舶に乗り込む準備をする米国沿岸警備隊の隊員たち。
AP 通信
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非難高まる

中国の抑圧
非難高まる

中国の抑圧
非難高まる



29IPD FORUMFORUM

イグル族をはじめとする少数民族の強制労働
が、中国新疆ウイグル自治区での製造業を支
えていることが、国連を含む多くの調査によ
って報告されている。また、中国共産党が国

営の新疆生産建設兵団（XPCC）を通じて、民族の弾
圧を行っていることも明らかになっている。
中国共産党を非難し、搾取体制に対する制裁を強化

する国や国際機関は増えているが、拷問や虐殺を含む
虐待行為を抑制するためには、より強力な対策が必要
になる可能性があると報告書は指摘している。
「中国政府は、イスラム教徒が多い新疆ウイグル自
治区のウイグル族やその他のトルコ系民族の明確なア
イデンティティ、宗教、文化を、国家安全保障上の脅
威であると同時に、中国の統一に対する文化的脅威
として解釈している」と、ワシントンDCに拠点を置
く非営利団体「高等国防研究センター（C4ADS）」の
2022年5月の報告書の主任アナリストであるイリーナ・
ブカリン（Irina	Bukarin）氏はナショナル・パブリック・
ラジオに対して語った。同氏はさらに、「そのため、ウ
イグル人を投獄し、強制的な労働条件を強い、コミュ
ニティから追い出し、家族から何百キロも離れた畑や
工場で働かせている」と述べている。
英国シェフィールド・ハラム大学のヘレナ・ケネデ

ィ国際司法センターによる 2022 年 7月の報告書は、
新疆生産建設兵団は、準地域政府、準軍事組織、刑務
所運営、メディア帝国、教育システムとして機能し、

世界最大級の国営企業であると指摘し、「中国の中央政
府は、新疆生産建設兵団を『政府、軍、企業が統合さ
れた特別なシステム』と見なしている」と述べている。
新疆生産建設兵団は、ウイグル族を抑圧し、中国、

そして世界の多くの国々に製品やサービスを提供する
事業のために彼らの労働力を搾取している。こうした
取り組みは、ウイグル人が潜在的に破壊的またはテロ
リストであると主張する中国共産党の習近平総書記の
リーダーシップの下で強化されている。
新疆訪問から3か月後の2022年 8月末、当時の国

連人権擁護担当トップのミシェル・バチェレ（Michelle	
Bachelet）氏が待望の報告書を発表し、中国によるウイグ
ル族などの少数民族の拘束は人道に対する犯罪に当たる可
能性があると断言した。46ページに及ぶ評価書では、拷問
を含む、世界的に注意を要する権利侵害が指摘されている。
中国政府は、バチェレ氏の報告書を公開しないよう要
求し、同氏の調査結果を、中国の評判を貶めようとす
る欧米の作戦の一環とみなした。AP通信が報じたとこ
ろによると、ある中国の外交官は、中国はもう国連の
人権事務所には協力しないと述べたという。
中国の法学者で人権活動家の滕彪（Teng	Biao）氏は、

「新疆で起きていることは、現代における最悪の人道的災
害だ」と述べている。「強制収容所に収容されている人々
の大半が問われている唯一の罪は、ウイグル人であるこ
とだ。つまり、ムスリムであること、長いひげを生やし
ている、公共の場でベールを被っている、国営テレビを

ウ

中国共産党によるウイグル人の非人道的扱いに対して 
高まる批判と制裁
FORUM スタッフ

中国共産党が強制労働を広く行っている新疆ウイグル自治
区のルククン（Lukqun）近郊の農場で、ウイグル族が労
働に従事していると、権利団体が発表している。ロイター
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中国北西部の新疆ウイグル自治区
には、約 1,200 万人のウイグル族
が住んでおり、そのほとんどがム
スリムだ。ロイター

「「この地域、その人々、
そのアイデンティテ
ィは、中国の文化的
完全性、国家の国境
の安定性、中国共産
党の絶対的権威に対
する重大な安全保障
上の脅威とみなされ

ている」
ヘレナ・ケネディ国際司法センター
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見ることを拒否した、文化や宗教のアイデンティティを
手放すことを拒否した、酒を飲まない、子供を多く産む、
外国に行ったことがある、パスポートを申請した、コー
ランを所持していた、海外に住む親戚や家族と話した、
といったことなのだ」と滕氏は2021年 7月に外交問題
評議会（CFR）のバーチャル審議会で語っている。滕氏
は北京大学で法哲学の博士号を取得し、中国政法大学で
教鞭をとった後、母国を離れた。
2017 年以降、中国政府は新疆ウイグル自治区で	

100 万人以上を投獄しているほか、監視、宗教制限、強
制労働、強制不妊手術を課していると、独立系シンクタ
ンクであるCFRが報告している。オーストラリア戦略
政策研究所（ASPI）が発表した航空写真には、2017 年
4月から 2018 年 8月にかけて、同地域にある政府の強
制収容所施設が劇的に拡大していることが示されていた。	
中国共産党の幹部は、いわゆる職業訓練センターがウイ
グルの人権を侵害していることを否定している。
多くの被収容者の状況が「人道に対する罪としての

奴隷化に相当する可能性がある」と、「現代的形態の奴
隷制に関する国連特別報告者」である小保方智也氏は
2022 年 8月中旬に結論づけている。
中国共産党は、ウイグル人が自分たちの文化や宗教

的信念、そして独立への願望を捨て、標準化された中
国のアイデンティティに従うことを望んでいる。ガー
ディアン紙によると、新疆生産建設兵団は、国内最大
の民族である漢民族に新疆への移住を促し、ウイグル
族の出生率抑制に努めているという。
英国に本部を置く団体「ウイグル法廷」は、収容所

の生存者や地域の専門家の意見を聞いた上で、ウイグ
ル人に課せられた避妊・不妊処置はジェノサイドに当
たると判断した。
BBCによると、2021 年 12 月の法的拘束力のない

同裁定に先立って開催された公聴会の議長を務めた英
国の弁護士ジェフリー・ナイス（Geoffrey	Nice）氏は、
中国が「ウイグル人やその他の少数民族の長期的な人
口削減」をもたらす「意図的、組織的、協調的な政策」
を行ったという判断を公聴会が下したと述べている。
公聴会でさらに、人道に対する犯罪行為、拷問、性的
暴力の証拠も明らかにされた。
新疆ウイグル自治区のムスリム系少数民族に対する

虐待について、習主席をはじめとする中国高官が「主た
る責任」を負うと結論づけたと、ナイス氏は述べている。
米国を含む国々は新疆ウイグル自治区で生産された商品
の輸入を禁止しているが、こうした制裁の効果は限定的
である可能性がある。「新疆生産建設兵団の目的は純粋に
商業的なものではないため、その事業への影響だけで抑
圧的な行動が変わるとは考えにくい」と高等国防研究セ
ンターの人権アナリスト、ニコール・モーグレット	
（Nicole	Morgret）氏は FORUMに対して語った。

「通常の行動の犯罪化」
中国共産党は、新疆生産建設兵団を通じて、新疆の生
活のほぼすべての面を支配している。防犯カメラがい

たるところにあり、人々は隣人を盗撮することを奨励
されている。オーストラリア戦略政策研究所の上級研
究員ジェームズ・ライボルト（James	Leibold）氏は、
バーチャル開催された外交問題評議会の中で、「ウイグ
ル人の家庭や寝室まで、党幹部が文字通り覗き見るこ
とができるようになっている」と述べた。
複数の報道によると、新疆生産建設兵団は多くの

人々の財産を奪い、工場や農場での労働を強いる一方、
母国語、宗教行事、民族衣装を禁止している。抵抗者
は労働キャンプに収容され、漢民族の文化を教科され
る。多くのウイグル人が跡形もなく姿を消し、彼らの
生活の痕跡が破壊されている。耕作地などの貴重な財
産も没収されている。
ヘレナ・ケネディ国際司法センターは、「この地域、

その人々、そのアイデンティティは、中国の文化的完全
性、国家の国境の安定性、中国共産党の絶対的権威に対
する重大な安全保障上の脅威と見なされている」とした
上で、「特にこの 5年間、新疆生産建設兵団はウイグル
の生活、文化、アイデンティティを抑圧する上で重要な
役割を担ってきた」と報告している。さらに、新疆生産
建設兵団の戦術は、「世界的な政治・企業構造の中でほ
とんど前例がなく、その機能、範囲、権力はあらゆる類
推を超えて拡がっている」と報告書は述べている。
当時新疆の中国共産党書記だった陳泉国（Chen	

Quanguo）氏が 2017 年と 2018 年に出した「検挙す
べき者はすべて検挙せよ」という命令は、収容所建設
や刑務所拡張につながった。中国当局は、ジャーナリ
ストや外国人調査員の施設への立ち入りを禁止してい
る。世界的な批判が高まる中、中国共産党は人々を刑
務所や超法規的収容施設に送り込み続けたと、新疆の
専門家は外交問題評議会に語った。
ウイグル族を研究してきた人類学者のダレン・バイ

ラー（Darren	Byler）氏は 2021 年 7月、AP通信に、
多くの被拘禁者が「いかなる基準に照らしても実際の
犯罪」を犯したわけではなく、正当な手続きなしに収
監されていると語った。「これは通常の行動の犯罪化だ」
と同氏は述べた。
教化は、政府施設の壁の外でも行われている。外交

問題評議会で滕彪氏は、「人権侵害は、新疆ウイグル自
治区のすべてのウイグル族や他のムスリム、少数民族
の日常生活にもあることを念頭に置く必要がある」と
述べた。収容所の外でも、ウイグル人は「中国当局に
よるますます厳しい弾圧と全体主義的な監視に苦しみ
続けてきた」という。
擁護団体のアムネスティ・インターナショナルとヒ

ューマン・ライツ・ウォッチは、中国政府が新疆ウイ
グル自治区で人道に対する罪を犯していると非難して
いる。虐待の中には、強制労働、不妊手術、宗教的慣
習の制限を含む中国共産党の強制的な同化遵守が含ま
れる。ヘレナ・ケネディ国際司法センターの報告によ
ると、この弾圧はウイグル人を従順にし、国家に依存
させようとするもので、「恐怖の支配」に相当すると
いう。
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ウイグル人とは？
新疆は中国の国土の 6分の 1近くを占めるが、その人
口は中国 14億人の	2%にも満たない 2,600 万人だ。
BBCによると、ウイグル族は約 1,200 万人で、そのほ
とんどがムスリムだ。この地域には他の民族や移住し
てきた漢民族も住んでいる。新疆の先住民族は、何世
紀にもわたって軍閥やさまざまな政権に支配され、多
くが険しい山々と広大な砂漠に囲まれた土地に点在す
るオアシスに集まって暮らしていた。
ウイグル族やテュルク系民族など、この地域に伝統

的に暮らしてきた人々は、東の中国よりも西の中央ア
ジアの人々と文化的・歴史的に強いつながりを持つ。
歴史的には、外交や貿易を通じてこの地域と関わって
きた中国の政権もあれば、今日の新疆に見られるよう
に中国の政治・社会システムを押し付けようとした政
権もあった。
18世紀に清朝によって征服された新疆は、1949 年

の国共内戦終結後、中国の「自治区」となった。中国
は 1954 年、人民解放軍の元兵士を中心とした新疆生
産建設兵団を設立した。その使命は、先住民族を支配し、
「片手に銃」「片手に鋤」でこの地域の労働力と資源を
搾取することだったと、ヘレナ・ケネディ国際司法セ
ンターは報告している。新疆生産建設兵団は、中国の
文化大革命後の 1975 年に解散したが、1981 年に再び
設立され、中央政府直轄の企業コングロマリットとし
て、その役割を高めてきた。
そして今日見られる抑圧的な政策に立ち返り、	

2009 年には独立を要求したウイグル族への弾圧が行わ
れた。非営利のオンラインジャーナル／ポッドキャス
ト「ザ・ストラテジー・ブリッジ」によると、中国共
産党は蜂起の支持者をテロリストとみなし、テロに対
する世界的恐怖を利用して、ウイグル人の扱いに対す
る批判をはねつけたという。
米国務省の報告によると、弾圧が始まって以来、中

国政府は民族分離主義、宗教的過激主義、暴力的テロ
リズムという「3つの悪」を弾圧正当化の理由に挙げ
てきたという。

一方、新疆生産建設兵団は、数千の企業とつながる
グローバルな事業へと発展している。当初は綿花、ト
マト、ピーマンなどの農作物を生産していたが、現在
はエネルギー、鉱業、化学、石油・ガス採掘、物流、
アパレル、エレクトロニクス、ワイン、食品加工、保険、
観光などの分野にまで事業を拡大している。この地域
には、中国が進める「一帯一路」構想の幹線道路が通り、
中央アジアや東欧の市場へのアクセスを提供している。
中国共産党は、特に新疆ウイグル自治区南部のウ

イグル族を弱体化し、最終的にはその文化や宗教を消
し去ろうとしていると、オーストラリア戦略政策研究
所のライボルト氏は評議会に語った。中国共産党はモ
スクや墓地を破壊しており、習近平は中国におけるイ
スラム教は「中国の文脈に沿ったものでなければなら
ない」と発言したと、国営新華社通信が 2022 年 7月
に報じている。トルコ語に近い言語を持つウイグル族
は、家族から引き離され、寄宿学校や孤児院に送られ
た子どもたちも中国共産党のプロパガンダ教育を受け
るなど、北京語の習得を強制されていると、米国務省
が 2022 年 6月に報告している。
ヘレナ・ケネディ国際司法センターによれば、「ゆ

りかごから墓場まで、ウイグルの人々は新疆生産建設
兵団が行う中央指令型の教化にさらされ」ており、「新
疆生産建設兵団の意図的なソーシャル・エンジニアリ
ング・プログラムは、少数民族のすべての国民が文化
遺産、言語、宗教的信念を捨て、漢族の習慣と習近平
のイデオロギーを支持することを要求している」という。

次の一歩は？
世界中の政府、企業、消費者は、新疆ウイグル自治区
での強制労働の維持に貢献しているが、多くの人はそ
れを知らない。データプロバイダーのサヤリ（Sayari）
によると、新疆生産建設兵団は世界中の数千の企業体
を直接または間接的に保有しており、製品が新疆生産
建設兵団と関連しているかどうかを判断することは不
可能ではないものの、困難な状況にある。高等国防研
究センターは 2022 年 5月、「新疆ウイグル自治区のト
ルコ系住民が直面する強制労働や虐待は、国境内にと
どまらず、グローバルな貿易・金融システムを通じて
世界に波及している。こうしたグローバルなつながり
は、人権を犠牲にして利益を増やすことを可能にし、
対抗しない限り、国際的な利害関係者がこうした犯罪
を黙認することを意味する」と報告した。
2022 年 6月下旬に発表された別の高等国防研究

センターの報告書は、新疆は急速に中国の製造業の中
心地となりつつあると結論づけている。報告書による
と、2021 年に新疆で設立された製造業は 4,480 社で、
2009 年の 1,604 社から増加している。
新疆生産建設兵団の成長の多くは、中国共産党がナ

ラティブをコントロールできるようになった結果だ。
プロパガンダや恐怖、脅迫、人種差別を利用することで、
政府直轄の新疆生産建設兵団はウイグル人労働者にと
っての不利益を糧に繁栄してきたと、滕彪氏は外交問

ロンドンの中国大使館の前で、中国共産党に弾圧されたウイグル人
への支援を表明するデモ。ロイター
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題評議会で述べた。元被収容者で、現在はオランダに
住むウイグル人のオミール・ベカリ（Omir	Bekali）氏は、
中国共産党の検閲体制のせいで、中国人は「何が本当
に起こっているのか知らない」と語った。「現実を知り
たければ、犠牲者に話を聞いてほしい」と、ベカリ氏
は 2022 年 9月に AP通信に語り、「政府はメディアを
コントロールし、嘘をつき続けている」と述べた。
新疆生産建設兵団の手口を暴くには、信頼できる情

報と世界的な協調制裁が鍵になると、フォーリン・アフ
ェアーズ誌は 2021年 7月に報じている。「新疆ウイグ
ル自治区における中国政府の行動を簡単に変えられると
錯覚してはいけない。中国政府は、国際的な圧力を感じ
たり、ウイグル族に対する政策を変えたりすることを認
めることはないだろう」と同誌は報じている。
人権団体やウイグル人亡命者の中には、中国共産党

が新疆ウイグル自治区で行った残虐行為をジェノサイ
ドと断定しなかったバチェレ氏を批判する人もいるが、
同氏の調査結果によって生み出された国際的な注目は
依然として影響を及ぼす可能性がある。「国連の報告書
は、そのほとんどが、すでに知られていることしか記
されていなかったものの、1つの政府ではなく何百も
の政府が参加する、世界有数の人権団体から発表され
たという事実は、多くの犠牲者に安堵と希望を与えた」
とガーディアン紙は報じている。
アントニオ・グテーレス（Antonio	Guterres）国連事

務総長は中国に対し、恣意的に拘束された人々の解放や、
海外の親族と連絡が取れていない新疆ウイグル族の居場
所を明らかにすることなど、バチェレ氏の勧告に従うよ
う促したと、ラジオ・フリー・アジアは2022年 9月	
に報じた。国連報告書はまた、中国政府に対し、拘禁施
設での人権侵害の疑いを調査するよう求めた。
さらに、専門家によると、新疆ウイグル自治区の製

品に対する国際的なボイコットは、それなりに成功して

いるものの、更なる強化が必要だという。2022年 6月
の高等国防研究センターの報告書によると、「新疆ウイ
グル自治区における抑圧の資金的支援に対抗するために
必要なデータや方法は入手可能であり、関係者はそれら
を活用する時期に来ている	」という。新疆生産建設兵
団の製品は、さまざまな方法で国内外に届けられており、
この企業の子会社は、中国の金融市場で公開取引を行っ
ている。新疆生産建設兵団には海外子会社もあり、世界
のサプライチェーンに製品を供給する国内企業や地域企
業に直接販売している。「製品を移動させるために用い
られるこうした手段を認識し、注意を払うことで、製品
への依存を減らすことができる」と報告書は述べている。
しかし、新疆ウイグル自治区内での強制労働で作

られた製品を禁止することは、国家の切実な国内需要
と矛盾する場合、ジレンマを引き起こす。例えば、太
陽光パネルは、中国が世界の供給を独占しているが、
2022 年 6月に米国でウイグル強制労働防止法が施行さ
れて以来、米国税関は中国製を押収している。これは、
米国が再生可能エネルギーへの移行という 2022年 8月
の公約を実施する能力に影響を与える一方で、2022 年
6月から 2023 年 1月にかけて米国税関・国境警備隊は、
2,692以上の貨物をウイグル強制労働防止法の条項に違
反する恐れがあると認定している。押収された貨物の
半数近くが太陽光パネルまたはその関連部品だった。
こうした窮地は、ロシアのウクライナ侵攻を非難

しながらも、高い需要があるロシアの石油や鉱物をボ
イコットすることに躊躇する国々にも見られる。フォ
ーリン・アフェアーズ誌は 2021 年 7月に、このよう
なハードルがあるにもかかわらず、国際的な協調行動
は、中国共産党が組織的に民族宗教集団全体を抹殺し
ようとしていることを世界が無視しないことを示して
いる、とした上で、「ウイグルの人々は、まさにそう
した姿勢を求めている」と述べている。o

新疆ウイグル自治区南西部のホー
タン（Hotan）にあるこのような
勾留施設は、2017 年以降、急激

に増えている。GETTY IMAGES
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中国経済の
新時代
習近平による活動的でトップダウンの
リーダーシップはいかに成長の見込みを損ない
国民の機会を制限するのか
シェール・ホロウィッツ博士 / ウィスコンシン大学ミルウォーキー校
写真提供： AP 通信

イラスト：FORUM



35IPD FORUMFORUM

中国共産党の習近平総書記は、2012年の就
任以来、1970年代後半に鄧小平が作り上
げ、江沢民と胡錦濤の 2人が維持してき
た「改革・開放」の制度・政策コンセン
サスを組織的に覆している。2020年	

以降の相次ぐ政策によって、すでに減速している中国
経済は混乱に陥っている。中国の最先端ハイテク企業
に対する多面的な規制、不動産セクターを危機に陥れ
た突然の債務制限、予測不可能な閉鎖を強いる、現在
も継続中の頑固な「ゼロコロナ」政策などである。こ
れらの政策はどう理解されるべきで、中国の未来に何
をもたらすのか？

習近平が定義する「新時代」
2017 年に中国共産党の憲法に明記された習近平の公式
思想は、「新時代に向けた中国の特色ある社会主義に関
する習近平思想」と呼ばれている。これは、1978 年か
ら 2012 年までの改革開放時代の新しい市場志向の経
済政策を表す鄧小平の造語「中国の特色ある社会主義」
から派生したものだ。「新時代」とは、習近平が鄧小平
の時代と決別するということを意味し、「習近平思想」
とは、これをなぜどのように行うかを習近平が決定す
るということを意味する。	
習近平は、党や国家の会議における多くの注目され

る公開演説で、政治、経済、外交の新しい方向性を宣言
している。政治では、中国共産党がかつての内部連帯、
政治的支配力、文化的支配力を回復しなければならない
と主張している。習近平は、この党派的な姿勢の裏で、
徹底した「反腐敗」キャンペーンによって、実際のライ
バルや潜在的な政敵を粛清し、すべての重要分野の政策

決定を直接コントロールし、鄧小平時代に制定された
「10年」という最高指導者の任期制限を一掃して、自身
のために毛沢東式の英雄崇拝を回復した。経済では、習
近平は、もはや成長を最優先しないと主張している。胡
錦濤の中身のない物言いを超えて、習近平は、国家所有
と国家の監視・規制の強化は、経済に対するより確実な
党国家統制のために用いられ、その統制は、共同繁栄（よ
り大きな平等）と社会主義文化（党への忠誠、伝統道徳、
中国の民族主義の融合）への貢献といった党思想的目標
により決定的に用いられるだろうと述べた。外交政策で
は、鄧小平の「強さを隠し、決して目立たない」という
忍耐強く、良好な関係を重視したアプローチに代わって、
「中国の国家復興の夢」を掲げ、軍事、経済、文化の力
で世界の「主役に近づく」ことを目指すという。
習主席の経済政策は当初、緩やかなものだった。

2012 年から 17年までの最初の任期では、個人の権力
と党国家による政治支配を結集することに重点を置い
た。経済政策としては、国有企業の財務状態および市
場ポジションを強化し、資本市場の自由化における不
安定化につながり国家を制約するような実験を止めた。
2017 年に始まり、2020 年から激化した習近平の経済

2020 年半ば、新型コロナウイルス感染症による規制を受け、北
京のショッピングモールなど、ほとんどの事業が閉鎖された。
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政策は、より攻撃的で予測不可能で破壊的なものとな
っている。これらの政策に共通するのは、党国家の統
制と監視の強化が目的であるか、別の目的を達成する
ために用いられる支配的な方法であるか、あるいはそ
の両方であるということだ。

ジャック・マーに知らしめした党の権力
習近平は、検索、ソーシャルメディア、決済・金融、
ゲーム、ショッピング、フードデリバリーなどのハイ
テク・オンラインサービス部門を取り締まり、中国で
最も成功している有名な民間企業に対して捜査、規制
強化、党による統制の強化を実施すると脅して、国民
の批判にさらした。こうした動きは、消費者データの
保護、大企業の独占力の制限、金融・経済の安定維持、
公序良俗の保護など、公共の利益に資するものとして
正当化されてきた。さらに重要なことは、ハイテク企
業は、党国家に十分な敬意を払い、自社の利益と目標
を党国家のそれに従属させることを余儀なくされたこ
とだ。
最もよく知られているのは、オンライン金融サービ

ス大手のアントグループのケースだ。アントグループ
は、創業者で億万長者のジャック・マーがイノベーシ
ョンを妨げていると国家規制当局を批判した後、習近
平の直接命令で 2020 年後半に新規株式公開が阻止さ
れたと言われてる。消費者や中小企業に融資の道を開
いたアントのビジネスモデルは、主に国営企業（SOE）
やコネのある大企業に融資する大手国営銀行の市場支
配力を脅かした。アントやその他の金融テクノロジー
企業は、従来の銀行や金融機関を支配する、より厳格
な規制体制の下に置かれることとなり、ビジネスモデ
ルや融資慣行に対する新たな制限に直面した。	

ほぼ同時に、中国政府はビッグデータとその使用
を党国家の管理下に置く施策を強化した。アリババ、
テンセント、バイトダンスなどの大手企業を含む、
大規模な顧客データセットを作成するテック企業は、
データを中国国内に保管し、データ収集に関する新
たな制限に準拠し、データの使用方法を監督するこ
とを目指す国家にデータを提供しなければならない。
国家は、消費者のプライバシーを守るだけでなく、
中国共産党のハイテク監視体制の監督と宣伝のため
にデータを利用したい考えだ。また、技術移転の強
要やサイバー窃盗による技術盗用と同じように、企
業のデータ（外国企業のデータを含む）を利用して、
優先的に中国企業の発展を促進する自由が党国家に
与えられることになる。	
その他の新しい規制は、公序良俗や生活の質を脅

かすとみなされるものが対象となっている。テンセ
ントや他のオンラインゲーム会社では、ゲームの承
認数が減り、未成年者のゲーム時間を週 3時間に制
限するなど、コンテンツに対する制限が強化されて
いる。また、有名人が贅沢で放蕩的なライフスタイ
ルをマスメディアやソーシャル・メディアで紹介す
ることに制限が設けられた。2021 年、国の規制当局
は企業に対し、「番組出演者やゲストの選定を厳しく
管理し、政治的リテラシー、道徳的行為、芸術的レ
ベル、社会的評価を選定基準として掲げる」よう指
示した。おそらく最も驚くべきことは、同じく	
2021 年、中国政府が中国の教育過剰文化に対して明
らかな攻撃を始めたことだ。数百万人の子供たちに
放課後の家庭教師を提供し、急成長している大規模
な民間教育ビジネスは「国の教育制度の外に別の教
育制度を形成する」恐れがあると教育省は警告し、
中学 3年生までの生徒を対象とした教育会社や部門
は、営利事業として運営することが禁止された。料
金や個別指導の時間も規制の対象となった。市場価
値は暴落し、大規模なレイオフが行われた。突如と
して、最悪の事態を恐れた裕福な技術系企業家たち
は、党公認の慈善事業への寄付に走った。
ビダンの約 715 億円（5.3 億ドル）、ディディの

約 1,620 億円（12億ドル）、アリババの約	
3,780 億円（28億ドル）といった規制違反に対す
る強制罰金（いずれも 2021 ～ 22 年）を除き、ピ
ンドゥオドゥオからの約 2,025 億円（15億ドル）、
シャオミからの約 2,970 億円（22億ドル）、ビダン
からの約 3,100 億円（23億ドル）、テンセントから
の約 2兆 250 億円（150 億ドル）、アリババからの
約 2兆 925 億円（155 億ドル）など、企業経営者から
「寄付」が寄せられた。会社経営レベルでは、党委員会
や国営企業への重要な株主持分の売却に対する監視の
役割も強化されている。
こうした党国家による統制と監視の強化は、成長見

通しを低下させる傾向がある。このような施策として
は、製品・サービス開発の制限、市場占有率や関連事
業を推進するための独占禁止法上の制限、顧客データ

アリババグループの共同創業者であるジャック・マー（Jack	Ma）は、
中国政府による事業取り締まりを受け、会長職を辞任し、2020 年
10 月から 2021 年 1月にかけて表舞台から姿を消した。それ以来、
公の場に姿を現すことはほとんどない。
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の保有・利用制限、風紀・政治的忠誠に関わるコンテ
ンツ規制の強化、大小を問わず経営判断に対する監視・
追及の強化、気まぐれで政治化された規制の実施、将
来的な利益の流れの確保に関する不確実性などが挙げ
られる。株式市場価格は、ダメージを示す直接的な兆
候のひとつだ。2021 年 2月から 8月にかけて、中国
の 6大テック企業は自社価値の 40％を失った。二大巨
頭であるアリババとテンセントは、2020 年と 2021 年
をピークにその価値を半分以上失っている。もちろん、
厳しい規制環境は新興企業や中小企業にとってさらに
困難をもたらし、長期的には市場の集中を高め、イノ
ベーションを減少させる傾向がある。

中国の貯蓄者への暴挙
中国人の倹約家ぶりは有名だ。政府が国内の株式市場を
管理し、外国への投資流出を制限しているため、中国の
都市部の世帯は障害貯蓄の 78％を住宅用不動産で保有
しているのに対し、米国のそれは 35％となっている。
中国の急速な経済成長と急速な都市化に伴い、マンショ
ン価格は爆発的に上昇し、近年では経済学者が持続不可
能と考える「バブル」レベルにまで達し、消費者や開発
業者の債務が不安定になる可能性がある状況にある。
2019 年、中国の住宅価格は、所得水準に比して米国の
約 2倍の価格に達した。2021 年 6月の時点で、可処分
所得に対する住宅価格は、サンフランシスコやニューヨ
ークと比較して、上海、北京、深圳で 4～ 5倍となっ
ている。その一方で、2軒以上の住宅を所有するオーナ
ーの間では空室率が高く、賃貸の収益率は低い。	
経済学者は、バブルを刺すのに安全な方法はない

と主張する。しかし、2017 年に「住宅は住むための
ものであり、投機のためのものではない」と警告した
習近平は、ほとんど警戒心を払わなかった。2020 年
8月には、不動産開発会社の債務水準を急激に制限す
る「レッドライン」措置を 3回実施した。大手開発業
者が急成長を志向する中で、バイヤーへの前売りやサ
プライヤーの借用書といった異例の資金源を活用しな
がら、負債は高水準に達していた。エバーグランドの

ような多くの大手開発業者が突然借り入れができなく
なったことから、不動産価格が下落し、建設が滞り、
その後、国際的な債務不履行が相次いだ。多くの住宅
購入者が、すでに融資を受けたり支払いを終えたマン
ションの建設の停止に直面した。こうした状況に、住
宅ローンの支払いを保留する人々もいた。	
習近平はこの問題を省・地方政府に丸投げしており、

省・地方政府は事前購入者がマンションを受け取れるよ
うにし、不動産セクターへの被害を抑えるよう求められ
ている。また、住宅建設を促進するために、各地域で場
当たり的な取り組みが行われている。インフラ事業に注
力する国営企業は、土地売却市場を支援し、地方政府へ
の収入確保を図っている。しかし、当初の失敗した政策
を再考し、より穏当な債務規制に広く置き換える兆候は
ほとんど見られない。過剰建設と都市化の鈍化により、
中国の不動産市場は減速する運命にあった。しかし、突
然の方針の厳格化は、開発業者や地方自治体の財政に大
きなダメージを与え、消費者心理を揺るがしている。中
国経済の 20％以上を占めると言われる不動産セクター
は、今後も低迷が続くと予想される。

ウイルス対策でみせつけた暴挙
中国共産党は、新型コロナウィルスが中国・武漢に出
現した際に放置と不始末による大惨事を招いた後、検
査、追跡、ロックダウンを集中的に実施することで一
定の効果を挙げた。	
しかし、その成功は、後に問題を引き起こす種とな

った。習近平はワクチンナショナリズムを追求し、効
果の低い国産ワクチンに頼ることで、中国が単独で問
題を解決できることを示そうとした。一方、何百万人
もの中国の高齢者は、ワクチンの安全性を心配し、ロ
ックダウンによってワクチン接種は不要になったと判

北京の技術博覧会で、電子商取引大手アリババグループのロゴ
を渡す従業員たち。2020 年末、中国当局はアリババの関連会
社アントグループによる345億ドルの新規株式公開を停止した。
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断した。その後、より感染力の強い変異株が出現し、
中国の主要都市や地区で繰り返し、しばしば長期間の
ロックダウンが行われ、中国最大の都市で経済の中心
である上海では 2か月間の封鎖が行われた。	
サプライチェーンや投資・消費者心理に予測不能な

混乱が続いていたにもかかわらず、習近平は 2022 年
後半までゼロコロナ政策を貫き、そして突然、ウイル
スの拡散を抑えるためのあらゆる努力を打ち切った。
中国共産党は、なぜもっと早く制限を解除し、ウイル
スとの共生へと移行しなかったのか？まず、習近平は
簡単に引き下がらない性格で、自身の代表的な成功に
問題があったことを認めようとしなかった。第二に、
何百万人もの高齢者がワクチン接種を受けておらず、
中国のワクチンの有効性が不確かであることだ。第三
に、ゼロコロナ政策は、新たな監視・コントロールシ
ステムの導入につながった。新型コロナで実施された
移動制限技術は、例えば、鄭州市で銀行が預金者に現
金を渡さないことに対する抗議行動を制限するために
すでに使用されている。
習近平がゼロコロナ政策にこだわるのであれば、な

ぜロックダウン解除への転換は突然、無条件に行われ
たのか。習近平は、ウイルスが中国共産党の最善の努
力をも単純に打ち負かすまで、粘ることを決意してい
たようだ。中国経済の大部分において、常時ロックダ
ウンと強制的な検査体制がますます頻繁に義務付けら
れていった。このため、中国のサプライチェーンや企
業活動に大きな支障をきたし、雇用や財政を悪化させ
た。中国の都市部では、1989 年以来の規模と広がりを
持つ抗議行動が発生した。地方財政は危機的状況にあ
った。	
習近平には後退以外にほとんど選択肢はなかった

が、自信過剰と準備不足により、結果は悲惨なものだ
った。より効果的と思われる海外のワクチンや抗ウイ
ルス剤を大規模に導入する努力は一切なされていかな
った。同様に、基本的な医薬品を備蓄し、病院や臨床
のインフラを整備するなど、中国の医療体制を整える
努力もほとんど行われていなかった。経済危機が頂点
に達してようやく、経済再生のために集団免疫に向か
って突き進むという決定が下された。都市部では、何
億人もの感染者が出た。党国家は、伝統的な旧正月の

2021 年 9月、北京市内のエバーグランドの
住宅開発地で、放置されたままのクレーン。
習近平の政策は住宅の普及を公約に掲げなが
らも、一部のデベロッパーの信用を引き締め、
国際的な債務不履行を多発させたことで、長
期的な不動産危機へと連鎖していった。

サプライチェーンや投資・消費者心理に予測不能な混乱が続いていた
にもかかわらず、習近平はゼロコロナ政策を貫いた。
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帰省を止めようとはせず、必然的に、高齢者が多く、
医療が発達していない地方に感染を拡大させた。党国
家の過信、準備不足、経済的な理由による突如のロッ
クダウン解除のためにどれだけの死亡者が出たのかに
ついては、どれだけの人が不必要に命を失ったかを含
めて、回答に透明性を期待できるかは疑問だ。

経済対策でみせつけた暴挙
習近平は、経済成長鈍化の二大要因を受け継いだ。第
一に、貧しい国が豊かになるにつれ、成長率は自然に
低下する。第二に、中国共産党の政策的遺産が成長を
さらに抑制している。かつての一人っ子政策により、
労働人口は急速に減少している。都市部の居住許可制
度、農村部の土地利用の制限、経済的成功が少数の大
都市に集中していることなど、様々な規制政策の集合
体が、経済機会へのアクセスを制限し、生産性の向上
を遅らせている。	
一方、習近平が打ち出した目標や手法は、さらに

多くの成長鈍化政策を生み出した。これらは、「共通
の繁栄」に比べて成長を重視しないという習近平の
意向や、中国の下層・中層階級の生活水準を引き上
げるための場当たり的な取り組みに一部起因するも
のであると言える。しかし、習近平の最大の目標は、
あらゆる経済的目標に優先して、党国家の権力と支
配を強化することだ。そのために彼が好む方法は、
特定の結果を得るために、壮大で、ほとんど無関係で、
しばしば矛盾するトップダウンの政策を押し付ける

ことだ。習近平の政策が成長をさらに鈍化させるに
つれて、その結果生じる問題を、さらに同じように
解決しようとする可能性がある。

成長が鈍化した習近平の中国がはらむより大きな危険
成長の鈍化は、改革開放時代に中国共産党の正統性と
政治力の主要な源泉であったものを弱体化させる。習
近平はその代用として、弾圧、プロパガンダ、中国の
ナショナリズムに頼っている。しかし、彼はイデオロ
ギー的な信念からそうしているのであり、政治戦略と
して理にかなっているからではない。新たな時代にお
いて、習近平は中国の栄光のため、そして中国の歴史
的指導者としての自らの栄光のために、結果を出すこ
とに固執している。	
その結果、経済面で成果が出なければ、習近平は別

のところに目を向けるだろう。その中には外交政策も
含まれ、最大のリスクは、中国が自国領土と主張する
自治領台湾をめぐる戦争だ。また、経済成長の鈍化が
中国の軍備増強を抑制することもないだろう。中国の
中央政府には十分な財政的裁量権があるが、国内安全
保障を除き、軍事費よりも優先されるものはないだろ
う。	
中国が世界的に危険な存在になっているのは、経済

的な機会が縮小しているからではない。習近平はその
縮小化の張本人だ。習近平を駆り立て、中国の成長を
弱体化させている目標や手法こそが、外交面で彼をは
るかに危険な存在にしているのだ。o

2022 年 6月、新型コロナウイルス感染
症によるロックダウン中に、北京近郊
で金属障壁を設置する作業員。
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上の安全を確保するためには、単
に異常を検知する技術だけでな
く、データを分析するためのトレ
ーニングを受けた人材が必要だ。
データを理解し、説明・報告でき
るスキルを持った人材は抑止力の

重要な要素となる。国連薬物犯罪事務所（UNODC）
の国際海上犯罪プログラム（GMCP）は、インド太
平洋地域の海上法執行機関が技術と人材の両方を確
保できるよう、協力を拡大している。
GMCPの太平洋チームは、「海洋安全保障上の課

題は、単一の国家だけでは対処できないこと、また、
各国の海域が近接していることを考えると、省庁間
および国家間の連携を強化することが、この地域の
海洋の脅威に効果的に対応するための鍵となる」と
述べている。
国連安全保障理事会は、アフリカの角沖の海賊

対策として、2010 年に GMCPを設立した。設立
当初は「海賊対策プログラム」と呼ばれていた同プ
ログラムは、取り組みを強化し地理的な範囲を拡大
しながら進展し、世界の 6つの地域での活動を開
始した。
GMCPの東南アジア・太平洋担当コーディネー

ターを務めるシャナカ・ジャヤセカラ（Shanaka	
Jayasekara）氏によると、太平洋地域では、沿岸自
動認識システム（AIS）などの技術やインフラの導
入、海洋警察の監視センターの整備、海洋法執行機
関と地元漁師への訓練提供などにより、海洋領域認
識（MDA）を向上させてきた。
ジャヤセカラ氏は、2022年の海上安全保障ワー

キンググループで、GMCPの太平洋島嶼国との現在
の活動や計画について詳しく説明した。2022年 5月
にシンガポールのシャングリラホテルで 1週間にわ
たり行われた一連のプレゼンテーションやディスカ
ッションでは、軍、政府、省庁間の担当者が太平洋
での取り組みを紹介し、連携を強化する方法をブレ
インストーミングする機会となった。

その精神のもと、太平洋チームはすでにインド
ネシア、マレーシア、フィリピン、タイ、ベトナム
を含む国家間の協力のためのプラットフォームとし
て、一連の海上法執行に関する対話を行ってきた。
こうした対話では、海洋法執行要員と法律顧問が海
事に関する動向を共有し、懸念される分野を特定す
る。また、国連薬物犯罪事務所は、これら沿岸国や
国際的なパートナーが海上犯罪に対する理解を深
め、対応策を策定できるよう、「スールー海および
セレベス海における海上犯罪に関するコンタクトグ
ループ」を設立した。

国連薬物犯罪事務所のオペレーションディレク
ターを務める加藤美和氏は、国際海上犯罪プログ
ラムの年次報告書の前書きで、「世界の表面の半分
は、どの国の管轄下にもない国際水域で構成されて
おり、海上法執行は法的にも複雑で運用的にも困難
を伴う」とした上で、「同時に、世界の主要な貿易
ルートの多くが安全な海上航路に依存しており、水
上での法の支配の確保は、経済発展と安全保障を促

海

国連薬物犯罪事務所による効果的で安全なボート操作に関するコー
スに参加するバングラデシュ沿岸警備隊員。

インド太平洋水路の安全性向上の	
ために技術や訓練を提供する 
国連プログラム
FORUM スタッフ | 写真：国連薬物犯罪事務所
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進する鍵であり、（それらは）国連の『持続可能な
開発のための 2030 アジェンダ』に不可欠な要素で
ある。これは、特にインド太平洋地域のように、接
続性と貿易が急速に拡大している地域で言えること
だ」と述べている。
このように成長する海域での活発な活動には課

題も伴う。国連海洋法条約（UNCLOS）のような既
存の枠組みは、そのような障害を制限するために設
計されており、主権の問題に関する紛争回避のため
の手段を示唆し、指針を提供している。国連海洋法
条約は、海洋とその資源のすべての利用を管理する
ためのルールを確立する包括的なリストを概説して
いる。国連海洋問題・海洋法課によると、「条約は
海洋空間のあらゆる問題は密接に関連し、全体とし
て取り組む必要があることを明文化」している。
UNCLOS の重要な特徴は、「沿岸国が領海に対

して主権を行使し、12海里を超えない範囲までそ
の幅を確立する権利を有する」ことを確認し、外国
船舶がこれらの海域を「無害に通過」できるように
することを認めていることだ。
条約の全文は320条と9つの付属書で構成され、

境界画定、環境管理、海洋科学研究、経済・商業活動、
技術移転、海洋に関する紛争の解決など、海洋のあ
らゆる面の統治を扱っている。
国連薬物犯罪事務所のガーダ・ワーリー（Ghada	

Waly）事務局長は、「沿岸国、内陸国を問わず、す
べての国が世界の海の安全に依存している」とした
上で、「国連海洋法条約で確認されている航行の自
由は、国際法の基本原則と認められている。この伝
統ある自由が、現在ますます脅かされている」と述
べている。

太平洋地域の優先課題
太平洋チームは、この地域の 5つの優先事項を掲げ
ている：

•	正規海軍部隊ではなく沿岸警備隊型部隊を使用し
て、海上情勢のエスカレーションを緩和するスキ
ルを構築し、海上法執行対話を通じて地域協力を
強化することにより、地域を安定化させるプレゼ
ンスを構成するホワイトハル外交を促進する。
•	インドネシア、フィリピン、マレーシアの	
3 か国の沿岸警備隊地域司令官ネットワークを
構築し、スールー海とセレベス海の動向につい
て理解を深め、スールー海とセレベス海コンタ
クトグループの下で海上犯罪情報を普及させる。
•	アンダマン海とタイランド湾における麻薬密売
対策にむけた多機関アプローチにおける利害関
係者の拡大に努める。
•	機器のサポートと分析能力の強化を通じて、海
洋領域認識の能力と分析を強化する。
•	沿岸国における海事法の評価と模擬裁判を通じ
て国際基準を調和させることにより、検察能力
を強化する。

国連薬物犯罪事務所のデータによると、研修を
受けたと回答した国境警備隊職員はわずか30％で、
必ずしも十分な研修が行われているとは言えない。
「テクノロジーベースの海洋領域認識に関して
も、人的な情報収集についても検討する必要がある」
とジャヤセカラ氏はシンガポールのワーキンググル
ープで述べている。
沿岸地域に、単に沿岸自動認識システムや電波

探知機を装備するだけでは十分ではない。海事関係
者がデータを読み解き、傾向を把握する方法を知ら
なければ、機器を導入しても意味がない。
フィジーをはじめとする太平洋地域では、GMCP

が村長と協力して沿岸のコミュニティや漁師から情報

国連薬物犯罪事務所の国際海上犯罪プログラムとインドネシア
沿岸警備隊が、2022 年にインドネシアのバタム島に海上訓練
施設を開設。
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を収集し、海上の生活パターンの異変に注意し、それを
ソーシャルメディアアプリで海事当局に報告できるよ
う訓練している。ジャヤセカラ氏は、人的インプットは
技術情報源のオペレーションを補完すると述べている。
技術面では、国際海上犯罪プログラムは最近、ク

ック諸島、フィジー、キリバス、ナウル、トンガ、
ツバルの各海上監視センターに能力向上のための	
Xバンド沿岸レーダーを提供した。

訓練の充実がテロ抑止につながる
海上における平和への脅威に対抗するための多国
間研究イニシアチブ「ステーブル・シーズ（Stable	
Seas）」が発表した 2020 年の報告書「海上の暴
力：テロリスト、反乱分子、その他の過激派はい
かにして海洋領域を利用するか（Violence	at	Sea:	
How	Terrorists,	Insurgents,	and	Other	Extremists	
Exploit	the	Maritime	Domain）」によると、テログ
ループは自分たちの有利に利用できる海上セキュリ
ティの脆弱性に着目している。
同報告書は、「彼らは、戦闘機や武器を密輸し、海

上標的への攻撃を画策し、違法な人身売買や課税スキ
ームを通じて作戦に資金を提供するために、海上の盲
点や海上能力を脆弱さを戦略的に活用することが増え
ている」とし、「海洋領域の安全確保という課題は、
学術的にも政策的にもよく理解されているものの、海

洋の脅威を鎮めるための強固で効果的な能力の開発
は、依然として複雑な課題となっている」と述べている。
GMCPは、海上で船舶を狙う場合、テロリストは、

航行中や港にいる軍艦や民間の船舶を区別なく狙って
いると指摘している。また、「戦闘員や武器を攻撃現場
に運ぶ手段として、海を利用」しており、「各国が海上
の船舶を綿密に監視する能力は、テロリズムに課され
る制裁体制の成功率を高める上で不可欠だ」という。
GMCPは、テロ対策の向上のためにも、沿岸警備

隊、検察官、裁判所、港湾当局と協力し、海上および
港湾警備の改善、最新の衛星技術によるさまざまな監
視支援の提供、海上テロの模擬裁判の促進を図ってい
る。「GMCPは、海上テロが他の形態の海上犯罪と関
連していることが多いことを認識しているため、海上
法執行官に提供される能力の多くは、海上テロへの取
り組みにも関連している」と同機関は述べている。
さらに、視察、乗船、捜索、押収手順、安全な航行、
海賊行為、テロリズム、禁制品や人の密輸に関する
理解を強化するための海洋領域認識コースもある。
加藤氏はGMCPの年次報告書の中で、「海上犯罪

の脅威や犯罪に対処する加盟国を支援することは、
世界中の人々の生活向上に直接貢献することになる」
とした上で、「したがって、世界の海における不処罰
を減らし、法の支配を強化することは、持続可能な
開発を促進し、より広範な平和と安全を促進するた
めの重要なステップとなる」と述べた。o

インドネシアの職員は、国際海上犯罪プログラムが実施したトレーニングで、視察、乗船、捜索、押
収の手順を練習するインドネシア職員。
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ジェームズ・マケイデン（JAMES MCADEN）/HAWKEYE 360

HawkEye 360 で 
領域認識を向上

透明性
海上における

イラスト：FORUM
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宇宙ベースの無線周波数（RF）技術が、海洋
領域認識（MDA）と違法船舶の検出に役立
っている。海上では、このような違法船舶
は自動識別システム（AIS）応答機能を無効

にし、位置、身元、コース、速度の追跡を回避し、潜
在的に悪質な活動を実行している。海洋領域認識は、
特に国家の限られた資源と海の広大な地理によってチ
ャレンジとなっている。しかしいくら困難であっても、
主権国家の排他的経済水域（EEZ）内の海洋資源と国
益を保護するためには、依然として重要だ。
違法船舶の動きは、違法・無報告・無規制（IUU）

漁業やその他の違法な海洋活動として記録されており、
依然として世界的な懸念事項となっている。こうした
慣行は、環境資源の枯渇、合法的漁業企業の収入減、
沿岸地域の食糧不足、麻薬やその他の不正商品の違法
輸送、水中資源探査のための国家の排他的経済水域へ
の侵入など、代償を伴うものだ。	
多くのインド太平洋諸国は、海洋領域認識を自動識

別システムに依存しており、これは重大な脆弱性を生
み出す可能性がある。自動識別システムは有用である
ものの、船舶による自発的な識別と位置の伝達が必要
となり、船舶はスイッチを切ったり、変更したりする
ことで船舶は簡単に検出を回避することができる。無
線周波数探知と地理位置情報があれば、国は自国の排
他的経済水域と関心海域を監視するために自発的に伝
達される自動識別システムだけに頼る必要がなくなる。
宇宙からの無線周波数探知と地理位置情報は、こうし
た課題に対処するための革新的で費用対効果の高いツ
ールだ。
シンガポールの情報融合センターを拠点に 10日間	

にわたり実施された、米国海軍主導の多国間演習

「SEACAT（テロ対策特殊装備展）	2022」では、バー
ジニア州に本社を置くHawkEye	360 社の無線周波数
データとアナリティクスが SeaVision に統合され、演
習目的をサポートした。HawkEye	360 は、低軌道衛
星群からの無線周波放射の検出とジオロケーションに
特化しており、より安全な世界のために、米国および
提携諸国にデータと分析を提供している。
SeaVisionはウェブベースの海洋状況認識ツールで、

ユーザーは情報を共有することで、海上作戦の改善、
海上保安の向上、海事コミュニティ内のパートナーシ
ップの構築に役立てることができる。
20以上の地域の海事パートナーが SEACATに参

加または見学し、無線周波データによって海域内の潜
在的な違法船舶を明らかにする方法を直接体験した。
デモンストレーションでは、こうしたデータが海上偵
察機や海上哨戒など他のアセットの任務計画にどのよ
うに役立つかについても紹介された。

HawkEye	360 と中国船の活動検知
近年、中国は、様々な国々が領有権を主張し、資源と
貿易ルートが豊富な南シナ海での攻撃的な動きや、東
シナ海にある日本の尖閣諸島の周辺海域への違法侵入
を繰り返している。中国政府は、特に南シナ海で岩礁、
島、環礁などの人工的な地形を作り、占領し、軍事化
することによって、支配力を主張し、他国の主権主張
を弱めようとしている。
自動識別システムだけでは不十分であり、より透明

性の高い対策が必要である。HawkEye	360 の無線周波
データにより、南シナ海や尖閣諸島など他の地域での
活動をより詳細に把握することができ、各国が自国の
海域を守るために適切な対応を取ることが可能となる。

SEACAT	2022 期間中、海洋提携諸国
は協力して事に当たる。
デイビッド・ラウ（DAVID LAU）/ 米国海軍
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2021 年 2 月、220 隻の中国漁船が、ス
プラトリー諸島の一部でもある牛軛礁
と呼ばれる浅いサンゴ礁の突出部付近
に停泊していた。中国側は、船団が悪
天候を避けようとした漁船で構成され
ていると主張したが、フィリピンは厳
戒態勢を敷き、航空機による哨戒のほ
か、海軍や沿岸警備隊の船を派遣して
監視を行った。フィリピン、中国、ベ
トナムはいずれもこの岩礁の領有権を
主張している。

HawkEye 360 が牛軛礁で検知した
通信信号の解析の結果、VHF デジタル
選択呼出し識別子が、既知のどの船舶
にも関連しないものであることが判明
した。これは、船舶が検知を回避する
ために偽の識別子を使用して通信して
いたことを示す可能性がある。

中国船旗を掲げる船舶が沖縄県・尖閣諸島周辺の水域に
連続で違法侵入したことを受け、日本政府は懸念を表明
し、海上保安庁が警備措置を講じている。中国が領有権
を主張し、「釣魚群島」と呼ぶ尖閣諸島は、多様な動植物
が生息し、豊かな漁場でもある。尖閣諸島は石油や天然
ガスが埋蔵され、主要な航路に近いため、経済的に魅力
があり、戦略的に重要だ。

最も悪質な IUU 漁業は南シナ海と東シナ海で行われて
おり、違法船舶は自動識別システムを無効にしてその活
動を隠そうとしている。しかし、HawkEye 360 の無線周
波による地理位置情報は、さまざまな信号を解読するこ

とで、こうした違法船舶を発見することができる。 
漁のハイシーズン中、HawkEye 360 が尖閣諸島周

辺の活動を調査した結果、自動識別システムの記録か
ら、係争海域内に多くの中国籍の漁船が存在している
ことがわかった。さらに興味深いことに、HawkEye 
360 の RF ジオシグナルデータは、自動識別システム
信号のない複数の場所で極超短波（UHF）活動の場所
を示した。こうした信号は海上船舶ではかなり珍しく、
中国の漁船が標準的な超短波（VHF）海上無線の代わ
りに極超短波のプッシュ・トゥ・トーク無線で活動を
調整していたことが示唆される。

尖閣諸島

牛軛礁

©2021, HAWKEYE 360 INC.

RF データと分析により、牛
軛礁に係留されている中国漁
船の偽の VHF デジタル選択
呼出識別子が明らかになった。

出典：Basemap Esri, DigitalGlobe, GeoEye, i-cubed, USDA FSA, USGS, ADX, Getmapping, Aerogrid, IGN, IGP, swisstopo, and the GIS User Community

無線周波数信号
タイプ

VHF

サイト A: 中国籍の漁
船を示す、自動識別
システムに関連した
HE360 UHF 信号

サイト B: 自動識別のない
HE360 UHF 信号群だが、サ
イト A の漁船と似たような
挙動を示している

クラス -B AIS: 中国籍の船舶クラス -B AIS: 中国籍の船舶
HE360 RF Geo UHF ジオロケーションHE360 RF Geo UHF ジオロケーション

尖閣諸島

久場島

北小島

魚釣島

大正島

南小島

©2021, HAWKEYE 360 INC.

領海

接続水域

領海

Hawkeye 360 が尖閣諸島の中国籍暗
黒船の存在を示す UHF 信号を発見
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南シナ海北東部の岩石とサンゴ礁で構成される孤立した
環礁のスカボロー礁は、フィリピンと中国が領有権を主
張している。2012 年に両国間で緊張が高まって以来、
中国はフィリピンの同海域への立ち入りを制限している。

2020 年 7 月現在、礁には陸地や構造物はないように見
えたが、ミスチーフ礁で見られるような中国の軍事力の増
強は、南シナ海における中国の行政管理の強化につながり、
中国の空・海軍アセットがフィリピンから衝撃的な距離内
に置かれる可能性があるという懸念が残っている。

HawkEye 360 は 2020 年 7 月にスカボロー礁を監視
し、一貫した無線周波数活動を検出した。特に、船舶の

定期的な集合場所と思われる礁の北西に集中した無線周
波数活動が確認された。

この活動を裏付けるため、HawkEye 360 は自動
識別システム信号を分析し、同時期の中国沿岸警備
隊の船舶 2 隻ー Zhong Guo Hai Jing 3502（MMSI 
413482730）と China coast guard 3302（MMSI 
413480080）ーと関連付けた。その後、HawkEye 360 は、
サンフランシスコに拠点を置く画像処理会社 Planet 
Labs の衛星画像を解析し、確認された中国海警局の船
舶の 1 つとほぼ同じ物理的寸法の船舶を発見し、この
地域を定期的に巡回していることが明らかになった。

スカボロー礁

©2021, HAWKEYE 360 INC.

スカボロー礁周辺の無線周波
数活動は、中国海警局による
定期的な巡回を示唆している。

無線周波数信号
2020 年 7 月

Planet Imagery
2020 年 7 月 11 日

MMSI:413482730
2020 年 7 月 4 日
12:07:47.000

中国海警局と思われる船舶

MMSI:413482730
2020 年 7 月 9 日
15:36:58.000

MMSI:413480080
2020 年 7 月 4 日
12:07:47.000

MMSI:413482730
2020 年 7 月 2 日
08:42:43.000

無線周波数信号
タイプ

AIS
L 帯
S 帯
VHF
X 帯

結論
340 万平方キロメートルの南シナ海は、ブルネ
イ、インドネシア、マレーシア、フィリピン、中国、
台湾、ベトナムの国境に接している。この戦略
的水路をめぐる中国と他の主張国の間の緊張は
長年続いており、中国政府の恣意的かつ拡大し
た主張は、国際法廷で法的に無効であると却下
されている。
中国共産党の人民解放軍は岩礁や島々に軍事前

哨基地を建設し、中国海警局や海軍がこの海域を
巡回している。中国政府は、国際的な規制や法律
の限界を押し広げようと、周辺国に不利益をもた
らす海洋での支配を確立する姿勢を示している。
中国が南シナ海で戦略的領土を占領することが

できたのは、広大な水域の監視が困難であったこと
も一因だ。しかし、HawkEye	360 の無線周波数デ
ータは、この海域をより包括的に把握できるため、
各国は、中国の違法な漁業活動や係争中の島々に対
する支配を確立しようとする試みに対抗するため、
より効率的に巡回を展開することが可能になる。
中国の海軍、中国海警局、海上民兵、漁船団の

活動をより深く把握することで、周辺国や国際社
会がこうした不法行為を評価し、対抗するための
より強力な基盤を得ることができるものと期待さ
れる。監視を強化しなければ、近隣諸国が自国の
海域を違法な漁業やその他の不法行為から取り締
まり、安全を確保するための態勢を整うことは難
しいだろう。o

47IPD FORUMFORUM
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1994年の設立以来、災害管理および人
道支援のセンター・オブ・エクセレン
ス（中核的研究拠点）であるCFE-DM
は、危機対応能力を構築し、調整と協

力を強化し、関係を強化して、災害時の米国軍
と提携諸国軍のパフォーマンスを向上させてき
た。これらの核となる領域に加えて、CFE-DM
は、米国国防総省（DOD）と米インド太平洋軍
（USINDOPACOM）の新たな指針に対応するた
めの取り組みを行ってきた。例えば、国際的な
上級指導者のための主要な平和維持活動セミナ
ープログラムの促進、国際部隊のためのHIV/
AIDS 教育プログラムおよびインド太平洋地域
の安全保障部隊のための新型インフルエンザ対
応能力構築訓練の開始、USINDOPACOMおよ
び米アフリカ軍に焦点を当てた米国際開発庁プ
ログラムの支援、対テロ研究員プログラムの支
援などがある。
CFE-DMは、ダイナミックな地政学的・環境

的文脈の中で取組みに磨きをかけ続けており、
その任務の主要な部分は、文民・軍事パートナ
ーとの訓練と協力だ。これは通常、地域組織や
USINDOPACOMの演習への支援や、CFE-DM
の人道支援対応訓練（HART）コースを通じて、

自然災害に重点を置いて実施されてきた。しか
し、紛争は人口の多い都市部で発生することが
多くなっている。2022 年 2月のロシアのウク
ライナ侵攻のようなケースでは、権威主義政権
は、政治的あるいは民族主義的な目的を達成す
るために、手段を選ばず民間人を標的にしてい
る。そのため、CFE-DMは、訓練・研究・計画
において、より紛争シナリオに重点を置くよう
になっている。	
過去 25 年間、CFE-DMは、赤十字国際委員

会（ICRC）およびハワイ大学マ	ノア校と協力
し、毎年、集団災害保健研修（HELP）コース
を開催してきた。赤十字国際委員会は、紛争時
の人道的対応者のための集団災害保健研修フレ
ームワークを開発し、世界中のパートナー組織
によるその円滑な実施を支援している。CFE-
DMがハワイで 2週間にわたって開催するコー
スには、民間人と軍人が参加している。このよ
うなバランスのとれた背景が、質の高い教育体
験と、人道的緊急事態において再び出会う可能
性のある専門家同士の貴重なネットワーク作り
の機会となっている。CFE-DMの災害集団保健
研修は、現在までに 600 人以上の修了生を輩
出している。

英知を 
結集させる

進化する民軍環境に適応するインド太平洋危機対応センター
アイヤナ・パスカル / CFE-DM（災害管理および人道支援センター・オブ・エクセレンス）



49IPD FORUMFORUM

イラスト：FORUM



50 IPD FORUMFORUM

2022 年 9月の台風 11 号（ヒンナムノー）通過後の韓国・浦項の市場の外で、泥や瓦礫を
片付ける韓国と米国の海兵隊。ダコタ・A・フォーチュナ = チュン（DAKOTA A. FORTUNA-CHUN）中尉 / 米国海兵隊
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また、米国の合同部隊やパートナーに、紛争
地域で人道支援を行う際の複雑さを紹介する「紛
争下での人道支援対応訓練（HART-C）」コース
も新開設している。このコースでは、人道的通知
システム、軍民連携メカニズム、大規模な民間人
避難への準備、人道的紛争分析、アクセスとセキ
ュリティ、武力紛争と戦争の結果などのトピック
を扱う。
CFE-DMのその他の役割としては、災害管理

計画をUSINDOPACOMの機能に統合すること
や、国防長官室の政策やガイドラインに貢献す
ることが含まれる。また、研究を行い、災害管
理参考ハンドブック、ファクトシート、ベスト
プラクティスパンフレットなどの情報物を作成
し、これらをすべてオンライン（cfe-dmha.org/
publications）にて一般に公開している。さらに
は、救援活動中の民間・軍事パートナー間の重要
な情報の流れを容易にするための取り組みも推進
している。CFE-DMの研究者は、学術機関やパ

ートナー組織と協力してプロジェクトや提案を行
い、その研究成果をこの分野の実務家や専門家が
利用できるようにし、災害環境における軍民協調
の包括的な分析を行っている。

「道徳的な義務」
CFE-DMは、紛争を含む自然災害や人為的災害の
変化に適応し続けている。最近の取り組みとして
は、民間人保護（POC）および気候変動影響	
（CCI）プログラムがある。民間人保護プログラムは、
軍事作戦中に民間人が被る被害を軽減し、対応す
ることを目的としている。この取り組みには、3
つの主要な方法がある。それは、USINDOPACOM
が民間人保護のための国防総省の新しい政策と慣
行を採用・実施するのを支援すること、	
ベストプラクティスを特定し、促進すること、	
地域のパートナー間で主要な課題と効果的な	

多国籍「環太平洋演習（リムパック）2022」の一環として、
人道支援・災害救援訓練に参加する日本の自衛隊と米国軍。
アイヤナ・パスカル / 米国国防総省

2022 年 8月、赤十字国際委員会およびハワイ大学と共同
で CFE-DMが主催した「集団災害保健研修コース」に 15
か国から民間人・軍人が参加。

アイヤナ・パスカル / 米国国防総省
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慣行に関する対話を促進することだ。ベストプ
ラクティスを定義するため、CFE-DMは人道支
援機関と協力し、赤十字国際委員会と緊密に連
携している。赤十字国際委員会も最近、民間人
の被害軽減のためのベストプラクティスに関す
るハンドブックを発表している。		
これらの取り組みは、ロイド・オースティン

米国防長官の指示により 2022 年 8月末に発表
された新「民間人被害軽減・対応行動計画」と
一致する。同計画の主な施策は次のとおり：
•	部門全体の分析、学習、訓練を促進するた
めに、民間人保護の「センター・オブ・エ
クセレンス（中核的研究拠点）」を設立する。
•	民間人被害オペレーション報告およびデー
タ管理のための標準化されたプロセスを開
発する。
•	民間人の被害に対処するための指針を軍の
教義や作戦計画に盛り込むなど、指揮官や
作戦担当者が民間人の環境をよりよく理解
するための情報をより多く提供する。
「軍事作戦に関連して民間人を被害から保護
することは、道徳的に必須であるばかりでなく、

戦場での長期的な成功の達成に不可欠である。
状況が許す限り民間人の環境を保護するよう配
慮しなければ、苦労して得た戦術的・作戦的成
功は最終的に戦略的失敗に終わる可能性もある」
と、国防総省のニュースリリースは指摘している。
民間人保護プログラムのアドバイザー兼チ

ームリーダーを務めるジェニー・マカヴォイ
（Jenny	McAvoy）氏は、「これまで欠けていた
のは、国防総省の包括的アプローチだ」と述べ
ている。数十年にわたって民間人保護の問題に
取り組んできたマカヴォイ氏は、「司令官が特定
の作戦の課題に適応できるようにする能力への
投資」の必要性を指摘した。
その背景には、都市部での紛争が増加し、

民間人に壊滅的な影響を及ぼしていることがあ
る。人道支援団体や米国政府機関は、こうした
被害への対処を模索している。死傷者や破壊だ
けでなく、人口密集地での紛争の増加により、
避難民の数が急増している。国連難民高等弁務
官事務所によると、2021 年末時点で、世界中で
8,930 万人が迫害、紛争、暴力、人権侵害、大
規模な騒乱のために避難を余儀なくされている。

2021 年 2月のミャンマーでの軍事クーデターで家を追われ、タイ国境のモ
エイ川沿いに集まった村人。この年、世界では、紛争や迫害、暴力のために
8,900 万人以上が避難を余儀なくされた。AP 通信
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ミャンマーだけでも、2021 年 2月の軍事クー
デターに端を発した暴力が続く中、約 100 万人
が自宅やコミュニティから避難している。
紛争地域から逃れる難民が国境を越える中、

国境内で起こることをコントロールする国家の
能力、すなわち主権をめぐっては、常に議論が
起こっている。難民を拒否している国もあれば、
一定の入国基準を満たすことを要求している国
もある。こうした政策は、難民が迫害を受ける
という十分な根拠がある場合、難民を強制的に
出身国に戻すことを禁止している非強制送還の
国際原則に照らして、安全に難民を受け入れる
方法に関する倫理的、実際的な重要問題を提起
している。
マカヴォイ氏は、米国の軍事戦略全体におけ

る安全保障パートナーシップの重要性を踏まえ、
これらの問題に取り組むにあたっては、CFE-
DMと地域のパートナーが協力していくことが
不可欠だと強調した。同センターはまた、国連
人道問題調整事務所（UNOCHA）とも連携して
おり、世界の人道的対応と救援活動の同期化、
アドボカシー、政策立案、情報管理サービスの

提供、財源の動員などに重点を置いている。	
国連人道問題調整事務所アジア太平洋地域

事務所人道問題担当官のヘレネ・スカールダル
（Helene	Skaardal）氏は、「民間人の保護は、
苦しみを和らげ、リスクを減らし、危機の影響
を受けた人々に対する暴力を防ぐために人道支
援者として行うすべてのことの中核だ。民間人
の保護は、災害や紛争ではさまざまな形をとる
ことがあり、多部門にわたる包括的対応が必要
だ」と述べている。		

義務付けられている軍の役割
人道・軍事関係者間の調整は、対応が自然災害、
武力紛争、その他の複合的緊急事態に関連する
かどうかによって大きく異なる可能性がある。
インド太平洋地域では、多くの軍隊が自然災害
への対応において義務付けられた役割を果たし
ており、民間機関や非政府組織（NGO）が利用
できる資源をしばしば上回る能力を提供してい
る。したがって、自然災害への対応では、「任務
を分担し、情報を共有し、共同で作戦を計画で
きるよう、民間と軍の調整メカニズムを明確に
確立することが重要だ」とスカールダル氏は述
べている。
同氏はまた、「しかし、複雑な緊急事態や武

力紛争では、軍隊が紛争の当事者となることが
多い」とした上で、「そのため、出発点として、
軍事主体との人道的関与は、協力モデルではな
く、共存と人道的外交を基本としている」と述
べている。それは、人道的な取り組みは常に政
治的または軍事的な目的から独立していなけれ
ばならないため、人道支援者が中立・公平な立
場を保ちつつ、同時に保護の成果を促進・擁護
することが極めて重要だからだ。「私たちがしよ
うとしているのは、基本的に、紛争の影響を受
けている人々に救命のための人道支援を届ける
人道的アクセスを交渉し、民間人の保護と国際
人道法の尊重を提唱することだ」と、スカール
ダル氏は述べている。
都市化の進展や民間人を意図的に標的にする

ことを含む、進化する戦争の状況は、リスクを
軽減し、保護を提供するための人道的努力に大
きな課題をもたらしている。ロシアによる侵攻
後、紛争地域の人道的アクセスを改善するため
にウクライナに派遣されたスカールダル氏は、
「今日の武力紛争でよく見られるのは、武装勢力
によって人道支援者の移動が制限され、影響を
受けている人々へのアクセスが制限されている
ことだ」とし、「紛争の影響を受けている人々に
必要な人道支援を届けることができず、さらに、
人権侵害や暴力が行われても水面下に隠れてし
まう可能性もある」と語った。	

今日の武力紛争でよく見ら

れるのは、武装勢力によっ

て人道支援者の移動が制限

され、影響を受けている

人々へのアクセスが困難に

なっていることだ” 

“

− 国連人道問題調整事務所担当官 
ヘレネ・スカールダル（Helene Skaardal ）氏 
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2022 年 3月、ロシア軍侵攻で砲撃を受けたウクライナ・キエフのショッピングセンター跡を調
査する住民たち。世界的に紛争の都市化が進む中、災害対応の取り組みも進化している。AP 通信
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人道的アクセスの交渉は、武装勢力の階層的
性質のために時間がかかることが多く、救命支
援の提供が遅れたり、地域ごとの解決の妨げに
なることもある。しかし、紛争当事者との関わ
りを持たずに援助を提供することは、人道支援
要員をより高い危険にさらす危惧がある。こう
した障害はミャンマーでも顕著であり、2022 年
9月、軍部と民族武装集団の衝突によりコミュ
ニティへのアクセスが遮断されたラカイン州で
は、政権が国連機関や非政府組織に人道支援の
提供停止を命じたと、ニュースサイト「ザ・イ
ラワディー」は報じている。
こうした課題にもかかわらず、国際人道問題事

務所をはじめとする組織は、国防総省の新しい「民
間人被害軽減・対応行動計画」など、民間人の保護
を軍事慣行に成文化する取り組みと並行して、民間
人の保護に努めている。それでもなお、国際人道法
違反に対する説明責任メカニズムを強化する必要が
あるとスカールダル氏は語る。同氏は、「国連のシ
ステムで働き、人道的なセクターで働く中で、民間
人保護の中心性は長い間存在し続けてきた」とした
上で、「人道支援機関では、数年前から民間人保護
の中心性を強化するプロセスが展開されてきたが、
ウクライナの戦争のために、おそらく今新しい勢い
を付けつつある。しかし、ウクライナは民間人が最
も苦しんでいる多くの事例の中で注目されているケ
ースの1つに過ぎないという認識もある」と述べた。

気候変動による変化 
気候変動の不安定な影響は、人類の安全保障を
脅かす。熱波や干ばつで食料生産が減少し、洪
水、暴風雨、山火事により、人命、生活、イン
フラが損害を受け、破壊される。気候変動は、
浸水や砂漠化により脆弱な土地を居住不能にし、
これらの脅威から逃れるために人間の移住が促
される可能性がある。
「我々は、今後も起こり続けるであろうこれ
らの影響を目の当たりにしてきた」と、CFE-
DMの新しい気候変動影響プログラムのプログ
ラムマネージャー、スティーブ・フラーノ（Steve	
Frano）氏は語る。同氏はさらに、「太平洋諸島
では、海面上昇がその顕著な例だ。海面が上昇
して、そこで生活する地域住民を強制的に追い
出すだけではない。海面上昇や暴風雨による高
潮が起こり、海水の浸入が生活や食料の栽培に
影響を与えるような、ゆっくりとした進行を見
せていくだろう。もし、住民が自分の土地で生
き残るために適応できなくなったら、移動しな
ければならない（中略）では、どこに行けばい
いか。これらの国の多くにとっては、人々のコ
ミュニティ、家族、歴史、すべてが土地と結び
ついているため、土地を離れるという考えは、

場合によっては不可能な解決策となる」と述べ
る。	
気候変動影響プログラムは、自由で開かれた

インド太平洋を推進する地域の安全保障の取り組
みに対する気候変動の影響を強調するための意識
形成と知識の交換を支援している。なかでも、
気候安全保障の専門家の包括的な地域ネットワ
ークを促進し、気候変動の安全保障上の影響に対
応するための情報交換や協力的な計画・プログラ
ムを議論する場を提供することに重点が置かれて
いる。地域のパートナーと関わることで、専門家
は気候変動と安全保障に対する自国のアプローチ
を共有し、優先事項を明確にすることができる。
「我々は同盟国やパートナーと話し合い、プログ
ラムやイニシアチブを開発し、我々自身の計画に
取り入れている」とフラーノ氏は語る。	
自然環境の変化の可能性、さらに人々や地域

社会、国への影響を理解することは、安全保障と
安定を維持する軍の能力に影響を及ぼす問題でも
あるため、USINDOPACOMをはじめとする地域
の軍事組織にとっても不可欠だ。より頻繁で深刻
な自然災害に直面し、救援を他国に求める中、主
権の衰退を懸念する国があるかもしれない。例え
ば、太平洋島嶼国の中には、海面上昇によって、
自国の主権を規定する境界線がすでに流されてい
る国もある。このような侵食は、やがて大規模な
人間の移住を促し、ひいては地域の安全保障の基
盤を揺るがすことにもなりかねない。フラーノ氏
は「国家主権と人道支援・災害救援（HADR）を
考えるとき、地震発生時のシナリオのように、何
かが起こり、それに対応するという形で展開する
とは限らない」とした上で、「しかし、こうした
他の変化が、我々の考え方を国民にサービスを提
供する国家の能力を強調する方向に促していくこ
とになるだろう」と述べている。
このように、CFE-DMの各プログラムは、

気候変動への懸念と民間人の保護が人道支援・
災害救援の計画と実行に統合されるよう、地
域内外のパートナーと引き続き協力していく。
CFE-DMは設立 30周年を迎えようとしている
が、自然災害や人災に対する民軍対応を改善し
ようとする米国および提携国の軍、民間機関、
人道支援組織にとって、豊かなリソースであり
続けている。その訓練と関与、研究、情報共有、
作戦計画という中心機能分野は、センター設立
当時と同様に、現代が抱える問題との関連性を
維持している。同時に、	CFE-DMは、米国国防
総省とUSINDOPACOMの新たな要件に対応す
るため、民間人保護プログラムと気候変動影響
プログラムなどのインド太平洋と世界戦略の変
化に対応する新しい取り組みをはじめとする進
化を続けている。o
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中国の	
経済的国策を
解き明かす
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中国政府の一帯一路政策が	
パプアニューギニアに到着し
たとき、何が起こったのか？
ピーター・コノリー

中
国共産党の習近平（Xi	
Jinping）総書記は	
2018 年 11月 16日、ポートモ
レスビーで太平洋諸島の 8人の
指導者と会談し、関係を「包括

的戦略パートナーシップ」に格上げした。そ
の後、習主席は、「一帯一路構想（	BRI	）」に
参加していない国々に対し、参加を促した。
パプアニューギニアはいち早く、2018年 6月
に中国と一帯一路構想（BRI）の覚書を締結し、
同年にアジア太平洋経済協力（APEC）フォー
ラムを開催した。しかし、2017年、私がイン
タビューしたパプアニューギニアの役人やビ
ジネスマンのほとんどは、パプアニューギニ
アは経済的に中国に提供するものがほとんど
ないため、自国が一路一帯構想に参加すると
は考えていなかった。この記事は、2017年の
私の博士課程でのフィールドワークのインタ
ビューや観察結果を2019年のものと比較し、
パプアニューギニアが一帯一路構想に参加し
たことで何が変わったかを評価した、ジャー
ナル『Security	Challenges	in	2020』に掲載
された長編記事を引用したものである。
太平洋島嶼国への中国の経済移民は、	

19 世紀半ばから福建省や広東省を出発した
「オールド・チャイニーズ」と呼ばれる第一波
を皮切りに、断続的に行われてきた。第二波
の移民は、1950 年代から 1970 年代にかけて
東南アジアを経由して到着した。第三波は「ニ
ュー・チャイニーズ」と呼ばれ、1990 年代に
中国の企業の海外投資を促す「走出去（Going	
Out）」政策の中で始まった。現在、一帯一路
構想の到来とともに拡大した、中国の国有企
業の従業員や中国の国益を代表する役人から
なる第四波が到来していると思われる。	
中国政府の一帯一路戦略（OBOR）は、

2013 年、習近平が中国の経済主導による世
界進出のビジョンとして開始したものだ。	
4 年後、中国は対外的には「OBOR」から「BRI」
に名称を変更し、戦略的に見られることを避
けようとしたが、中国語ではOBORにあた
る元の言葉を使い続けた。本稿では、英語圏
での一般的な用法に合わせ、「OBOR」のこ
とを「BRI」と表記している。とはいえ、「BRI」

パプアニューギニアのマダン州ライ海岸地区バサムク湾
に位置する、中国のラム・ニコ	ニッケル精錬所。
ピーター・コノリー
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と「OBOR」はまったく同じものである。本稿では、	
BRI（一帯一路構想）は中国の世界的影響力を伝播し、
台頭国としての地位を高めるための地政学的戦略であ
ると論じている。
パプアニューギニアは太平洋島嶼国として初めて一

帯一路構想に参加した国だ。ピーター・オニール（Peter	
O’Neill）首相（当時）は 2018 年 6月に北京を公式
訪問し、同年のAPEC主催への支持を求めた。習主席
はオニール首相に対し、中国がパプアニューギニアの
APEC主催への準備を支援し、サミットに出席すると
約束した。APEC開催をサポートするために、中国港
湾工程有限責任公司（CHEC）が、10キロメートルの
4車線道路とフォーラム用の施設APEC	Haus を	
200 日間で建設することになった。その 5か月後、習
主席はポートモレスビーを公式訪問し、APEC首脳会
議の前に、中国を承認している太平洋島嶼国 8か国の
首脳を同地に招待した。彼らは皆、中国と BRI の覚書
を結び、さらに 2つの国が翌年、台湾から中国に外交
承認を切り替え、その過程で BRI に参加した。	
これらの出来事は、BRI がパプアニューギニアの発

展にどのような利点をもたらすかという大きな期待と
ともに、どのような代償をもたらすかという不安をも
たらした。しかし、BRIとは何かということについては、
まだ不透明な部分が残った。

中国政府当局者の視点
パプアニューギニア駐在の中国政府当局者は 2019 年
に私に、BRI は「広範な概念 ... イメージ、大まかなラ
インであり、非常に細かい点ではない」とし、BRI と
は「協力のためのプラットフォーム ... 相互に有益な貿
易と投資を促進するためのツール」だと説明した。	
さらに、略奪的融資で批判された後の BRI の 2018 年
の再調整を反映して、パプアニューギニアの国家戦略
に沿ったパプアニューギニア当局との相互協議のプロ
セスを強調した。	
「では、	BRI 事業とは何か」と問われ、この当局者は「詳
細な定義はない」と認めた。しかし、貿易、インフラ、
政策、人と人、金融の「5つの連結性」に沿ったプロ
ジェクトであれば、「広く	BRI 事業と見なすことがで
きる」と続けた。また、「中国企業は欧米企業より価格
が安いので、比較優位性がある」と付け加えた。
これらのガイドラインは、おそらく中国の戦略的計

画にとっては理にかなっているのかもしれないが、他者
がどの活動が	BRI の一部であるかを見分けるには、あ
まりにも広範だ。これは意図的なもので、中国が自国の
グローバルな筋書に合うように、何が入っていて何が入
っていないのかを選択できるようにするためかもしれな
い。この政府当局者は、	BRI 事業は中国の金で賄う必要
はなく、アジア開発銀行（ADB）や世界銀行などの多
国間機関、あるいは他の国が資金を提供することも可能
だと説明した。さらに、	BRI が存在する以前にプロジェ
クトが開始されていた可能性もある。「「5つの連結性」
に合致すれば、それは	BRI 事業だ」と彼は述べた。

この政府当局者の説明では、BRI 事業とは、中国の
戦略的シナリオに合致し、中国企業によって提供され
るものであれば何でもよいということである。これに
より、中国は経済的な手段を用いて、世界的な影響力
を獲得するための地政学的目的を達成することができ
る。こうした事業は、BRI の枠組みの中で、他者から
支払われるケースがますます増えている。

ニュー・チャイニーズの視点
ポートモレスビーにあるパプアニューギニアの中国系ビ
ジネスコミュニティの主要メンバーによると、2015年	
の太平洋競技大会に向け、中国の建設会社がパプアニ
ューギニアに流入したという。そのほとんどは中国の
国営企業で、プロジェクトを終えてもパプアニューギ
ニアにとどまり、価格を下げ、競争を激化させた。こ
うした企業は中国から労働者を呼び寄せ、低賃金で働
かせることで、地元企業の入札を最大 50％引き下げる
ことができたため、競争力を持っていた。
このビジネス関係者は、中国企業を優遇していたオニ

ール首相に代わり、2019年にジェームズ・マラペ首相が
就任したことで、ニュー・チャイニーズたちの間で懸念
が高まったという。マラペは「パプアニューギニアを取
り戻す」と公約しており、これは多くの人が、中国の影
響力を含むパプアニューギニア経済のいくつかの分野に
おける外国の支配を拒否するものだと解釈した。彼は、
この新しい政策によって混乱が生じた場合、「政府がわか
らないときはアジア開発銀行が判断する」と付け加えた。
インタビューに応じた同ビジネス関係者は、BRI が

太平洋における中国の政治的・経済的影響力を拡大する
ことを目的としていることを確認した。覚書が締結され
ると、パプアニューギニアは「BRI の地図上」にあり、
中国の視点から「ビジネスのために開かれている」と見
なされるようになった。パプアニューギニア国内の中国
国営企業の数は、1995 年に中国海外工程が到着して以
来、徐々に増加していたが、パプアニューギニアが BRI
に参加した後はほぼ倍増した。2018年 6月から2019年	
7 月にかけて、パプアニューギニア国内の中国国営企業
の数は 21社から 39社に増加した。パプアニューギニ
アの人々、オールド・チャイニーズ、欧米企業は、この
市場の飽和状態に太刀打ちすることができなかった。こ
こでも、ほとんどの新規参入企業は、特定の仕事をする
ために参入し、その後も国内に居続け、競合他社を激し
く引き離すことで契約を獲得していった。こうした市場
支配は、ほとんどの中国企業が子会社から追加の入札提
出を行うことで競争を阻止して、増幅されている。
国営企業数の急増は、中国商務省（MOFCOM）のパ

プアニューギニア向け外国投資ガイドの主要中国企業リ
ストの2018年と 2020年を比較することで裏付けられ
る。また、2019年後半のパプアニ投資促進庁のウェブサ
イトでは、1995年以降、79以上の中国企業と12の協
会が同国に登録されていることが示されている。これは、
中国商務省が掲載した主要な企業以外にも、多くの子会
社や小規模な企業が存在することを示すものだ。
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中国国有企業の視点
中国のある国営建設企業の幹部は、BRIを「走出去」政
策によって20年以上前からすでに始まっていたことを
別の名前で呼び変えたに過ぎない、と見ている。彼は、
BRIは欧米の政府を怖がらせたため、ビジネスには不利
だと嘆き、さらに、中国の追加資金をもたらさなかっ
たため、パプアニューギニアでは「中国の台頭を声高
に宣言したが、何の変化もなかった」と説明した。「我々
はビジネスで来ているので、政治的なトラブルは避けた
い」と言いつつも、「我々はビジネスマンだが、国営の
ビジネスマンだ。国営企業は国家が必要とするものを支
援するよう命じられることもある」とはっきり述べた。	
主要な国営企業は、パプアニューギニア国内の BRI
事業の調整を担っていると思われる中国商務省の経
済・商業カウンセラーと密接に連携している。そして、
この中国国営建設企業幹部は、たとえ経済的な論理や
便宜を欠くものであっても、国営企業はそうした方向
性が戦略的あるいは政治的な目的を果たすことがあ
ることを受け入れると述べた。
国営企業は中国の経済施策の主要な手段であり、理

想的な地政学的手段であると思われる。1985年にデイ
ヴィッド・ボールドウィン（David	Baldwin）は、非
経済的権力を行使して他国の政策に影響を及ぼすため

に、歴史を通して経済的な施策が利用されてきたこと
を立証した。1990年にエドワード・ルトワック（Edward	
Luttwak）が戦争によらない地政学的競争として「ジオ
エコノミクス」を提唱し、2016年にロバート・ブラッ
クウィル（Robert	Blackwill）とジェニファー・ハリス
（Jennifer	Harris）がこれを「経済ツールによる地政学
的目標の追求」と説明した。そのような意図は、経済
的なツールが経済的な仮定と相反して動作するように
させる可能性がある。例えば、チン・クワン・リー（Ching	
Kwan	Lee）は 2017年に、ザンビア国内の中国国営企
業は、純粋な経済的利益ではなく「国家資本」を追求
していたため、欧米の国営企業とは異なる動機付けが
あったことを実証した。パプアニューギニアにおける
こうした思想の一例は、国営の中国冶金科工集団公司
（MCC）が運営するマダン州にあるラム・ニコ社のニ
ッケル・コバルト鉱山と精錬所だ。この戦略的資源の
長期蓄積を実現するため、ラム・ニコ鉱山は 2007年
から 10年以上にわたり赤字操業を続けてきた。
しかし、2019 年のソロモン諸島が台湾から中国へ

の外交関係を切り替えたことは、中国の国営企業が
地政学的成果を得るための国家的な経済施策に利用
された、より直接的な例となった。バヌアツに本社
を置く中国土木行程集団有限公司（CCECC）の南太

出典：CartoGIS Services, Australian National University
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平洋総支配人は、ソロモン諸島のマナセ・ソガバレ
（Manasseh	Sogavare）首相に外交関係の切り替えを
促すため、約 680 億円（5億ドル）相当の補助金と
融資を提供した。CCECCはその後、2023 年の太平
洋競技大会に向けてホニアラでのインフラ整備を約
束し、ソガバレ政権の大きな利害を満たした。
同国営企業幹部は、自分であれば喜んで外国の資金

を使うと述べ、中国の政策銀行や商業銀行よりもアジ
ア開発銀行の資金を絶対的に好むと明言した。彼は、
国営企業が特にアジア開発銀行の融資を好むのは、ア
ジア開発銀行が専門的な調査や施設調査を行うからで
あり、中国の銀行はこれらのプロセスをホスト国が実
施するよう要求するため、特に支払いにおいて矛盾や
遅延が生じる可能性があると述べた。彼はさらに、
BRI の一環として中国の金融を利用するよう、中国国
家から圧力がかかることはない、と付け加えた。中国は、
他人の金を使い、自分の手柄にすることを好むようだ。

BRI の資金調達
2014年から2019年にかけて、パプアニューギニア国
内の中国国営企業の間ではアジア開発銀行の融資を好む
傾向が見られた。南西太平洋でBRIを進めるための主
要な国営企業２社と見られる、中国港湾工程有限責任公
司と中国土木行程有限公司は、特に多国間資金調達を重
視していた。2019年に幹部らが述べたところによると、
パプアニューギニアの中国港湾工程有限責任公司による
事業の約90％がアジア開発銀行から、バヌアツの中国
土木行程集団有限公司による事業の約75％が世界銀行
から資金提供を受けていたという。ポートモレスビーに
あるアジア開発銀行事務所のインフラ専門家は、	
2019年にパプアニューギニアで行われたアジア開発銀
行のインフラ事業の80％以上の契約を中国の国営企業
が獲得したと推定した。彼はアジア開発銀行の厳格なプ
ロセスを説明し、高地の道路網の拡張と改善、地方の飛
行場の改善など、10年単位の3つのインフラ事業のデ
ータを提供した。これらのプロジェクトは、パプアニュ
ーギニアの経済と人々にとって明らかに重要なものだ。
同専門家は、中国企業がアジア開発銀行を好むの

は、請負業者に直接、確実に報酬を支払うからだと
考えていた。彼は、中国の国営企業は常に最低の入
札額を提示し、アジア開発銀行はこの競争から良い
価値を得て、そうしたプロセスを通じて品質を保証
していると述べた。
アジア開発銀行の最大の出資国である日本、米国、

インド、オーストラリアの 4か国は、BRI を支持し
ておらず、参加もしていない。これらの国はパプア
ニューギニアの開発を支援することにコミットして
いるが、アジア開発銀行を通じた貢献を BRI の一部
と分類することはないだろう。同時に、こうした国々
の資金で賄われながら、中国の国営企業がアジア開
発銀行のために提供する事業は、しばしば中国によ
って BRI と主張される。中国はアジア開発銀行の資
金に多額の出資を行っている一方で、2018 年にはア

ジア開発銀行最大の借入国となっている。このこと
は、中国の競争相手にとって重要な意味を持つにも
かかわらず、意外なほど注目されていない。
ウォール・ストリート・ジャーナル紙の元中国駐在

金融特派員で執筆者のディニー・マクマホン（Dinny	
McMahon）氏が、中国の2つの政策銀行のうち大き
い方の中国開発銀行（CDB）の外貨保有高を分析して
いる。彼は、中国開発銀行は2014年まで順調に外貨
を増やしていたが、習主席が一帯一路構想（OBOR）
を唱え始めた2014年から2016年にかけて、漸増に
鈍化したことを明らかにした。2017年、第1回	
「一帯一路フォーラム」で一新された一帯一路構想
（BRI）が勢いを増すと、中国開発銀行の外貨保有高が
減少に転じた。「中国のBRIの尖兵であるはずの中国
開発銀行が、外貨を減らしていることは、非常に奇妙
に感じられた」とマクマホン氏は述べている。彼は、
2016年に中国の外貨準備高が約570兆円（4.2兆米ド
ル）から約434兆円（3.2兆米ドル）へと25％近く減
少したことが原因であるとした。中国の中央銀行にあ
たる中国人民銀行は、2つの政策銀行を隠れ蓑にして
人民元を守ろうとし、中国の通貨を支えようとした。
これにより、パプアニューギニアへの BRI の適用

に影響が生じた。習主席は「APEC2018」フォーラム
で中国開発銀行からオニール首相（当時）への約	
400 億円（3億ドル）の融資を約束したが、中国開発
銀行はその履行に消極的だったようだ。1年間に及ん
だ交渉は成立せず、オーストラリアがパプアニューギ
ニアの債務に対応するため、直接予算援助として融資
を実施した。中国商務省などの省庁や中国開発銀行な
どの政策銀行は、BRI を、特に周縁的で安全性が低い
と認識されている場所では、機会というよりリスクと
捉えているのだろうか？より小規模な中国輸出入銀行
は、従来、太平洋諸島の融資においてより大きな存在
感を示してきたが、同様の圧力を経験した様子だ。
このことは、BRI のもとで中国が約束した事業の

かなりの部分を国際銀行システムが負担することに
なる可能性を示唆している。これは中国の戦略的メ
ッセージに沿わないかもしれないが、このケースス
タディで検討したすべての中国の視点と一致する。
パプアニューギニアの中国国営企業は、明らかにア
ジア開発銀行の融資を好み、多国間融資をめぐって
激しい競争を繰り広げる環境を作り出し、他のほと
んどの企業はその低コストに対抗できないでいる。
中国の援助、政策銀行、中央機関は、パプアニュー
ギニア市場の支配を確立することでその使命を達成
し、中国は、他国からの資金援助が増える BRI を通
じて、自国の評価を高めることに満足している。こ
うした環境は、中国の経済的な国家施策が地政学的・
戦略地政学的な目的を追求することを可能にする。

パプアニューギニアの視点
パプアニューギニアにおける BRI の到来を中国の視点
から観察した結果、最も重要な疑問が浮かび上がる。
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バサムク近郊でパプアニューギニアの女性たちから農産物を買うラム・ニコ精錬所の中国
人労働者たち。			ショーン・ゲスラー（SHAUN GESSLER）
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それは、パプアニューギニアの人々にとってこれはど
んな意味を持つのか、という問いだ。パプアニューギ
ニアのほとんどの人は、国内および地域の経済発展の
ために、インフラと金融が必要だと考えており、これ
が、BRI への大きな期待につながった。しかし、こう
した期待には、BRI の背後にある意図、その実現方法、
潜在的な影響についてバランスのとれた現実的な見解
も混在している。このような考え方は、国益を追求す
るパプアニューギニアの機関の基盤となっている。
パプアニューギニアがBRIに参加する前の2017年、

あるパプアニューギニアの起業家が、中国との経済連携
に何を期待するかを述べた。彼は「中国は道路、港、光
ファイバー」と「福建省の草の根的なご都合主義でこの
国の風景を変えようとしている」と指摘し、パプアニュ
ーギニアは「中国からスクラップを受け取っているだけ」
だと考えていた。彼は、パプアニューギニア市場がデュ
ーデリジェンスとより高い基準を要求することを学んだ
ことで「乱暴な西側重商主義の時代は終わりを迎えてい
る」とし、中国の指導者は現在、国有企業に世界的なコ
ンプライアンス基準を引き上げるよう求めている、とい
う。「今後10年間で、中国はこの地域を作るか壊すかの
どちらかだろう」と彼は述べた。さらに、中国の影響力
に関して、「同居より共存」の選択は、国家の規律に依存
すると結論づけた。この規律は2018年以来試されている。

その2年後、あるパプアニューギニアのアナリスト
は、オニール首相が在任中に中国から大きな影響を受
けたと認識されていること、そして彼の解任はこの認
識に関連していると説明した。同アナリストは、オニ
ール首相がAPEC準備の資金繰りに必死だったとき、
「中国はパプアニューギニアとの関係を強化する機会を
得た」と述べている。パプアニューギニアのチャールズ・
アベル（Charles	Abel）副首相（当時）は負債を懸念し、
中国輸出入銀行ではなくアジア開発銀行や世界銀行の
融資を利用したいと考えていた。複数の当局筋による
と、中国とパプアニューギニアとの関係における権力
者層による恣意的な選択の認識は、2018年 6月のBRI
覚書の調印から5か月後のAPECの間に高まった。
パプアニューギニア外務省のある高官は、中国は

重要な開発パートナーであり、パプアニューギニアが
切実に必要とする安価なインフラを提供していると指
摘した。同時に、「開発する必要がある一方で、自国
の規制に留意する必要もある ... 良いことだが、双方
で誠実さを発揮する必要がある」と付け加えた。さら
に、パプアニューギニアは岐路に立っており、中国と
の関係において国益を守るための「フィルタリング・
メカニズム」を開発する必要があるとの見解を示した。
パプアニューギニア治安当局のある高官は、2018年

の中国とパプアニューギニアの政治関係は前例のない
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ものであり、APECでオニールと習近平の対話を通じて
成熟したとの見解を示した。他の政治家は、こうした議
論から取り残されていることを懸念していた。治安当局
高官は、これがオニールの没落に寄与したと考え、「政
治的求愛には憂慮すべきものがあった」と指摘した。彼
は、中国の存在がパプアニューギニアの安全と安定に影
響を与える可能性があることを認めた。また、パプアニ
ューギニアの別の高官は、「中国人はコミュニティに同
化しようとしないため、分裂に拍車をかけている」と指
摘した。中国のプレゼンスの高まりは、不安を招き、既
存の不満を増長させるような、意図せざる結果をもたら
す危険性がある。私はこれを「偶発的摩擦」と呼んでいる。
2017年および2019年のパプアニューギニア政府高

官へのインタビューでは、国益に対する理解が共有され
ていることが示された。また、自国と中国との関係の進
展に伴い、リスクと機会のバランスを取る必要性がある
という認識も示された。「APEC2018」後は、大半の人々
がパプアニューギニアの中国への負債が増えることを懸
念していた。米国のウィリアム・アンド・メアリー大学
の研究所エイドデータ（AidData）が 2021年に発表し
た報告書によると、国内総生産に占める中国への債務エ

クスポージャーは17.2％で、内訳は隠れ債務（国営企
業から国営企業）が11％、ソブリン債務（政府から政府）
が5.2％だった。また、BRIに参加した後、パプアニュ
ーギニアに対する中国の資金拠出が減少しているという
結果も、マクマホン氏の分析に沿ったものとなった。
こうした研究結果は、不可解であると同時に、パプア

ニューギニアにとって選択肢があることも示している。
債務の問題はともかく、パプアニューギニアにおける
BRIの大部分がアジア開発銀行のような中国以外の金融
機関から支払われるのであれば、理論的には、中国にお
もねることなく、必要な開発をより低コストで確保でき
る自由度が高まることになる。ジョージ・カーター（George	
Carter）とスチュワート・ファース（Stewart	Firth）が
「新しいメラネシアの自己主張」、グレッグ・フライ（Greg	
Fry）とサンドラ・タルト（Sandra	Tarte）が「新しい太
平洋外交」として指摘した幅広い傾向の一部として、こ
れが事実であるという証拠が増えてきている。

非経済的コスト
パプアニューギニア政府は、過去 3年間、中国との関
係の中で国益を追求する姿勢を強めてきた。2020年、
マラペ首相は中国の紫金鉱業集団が 47.5％を所有する
エンガ州のポルジェラ金鉱山のリース更新を拒否した。
同年末、パプアニューギニアのパンデミック・コント
ローラーのデビッド・マニング（David	Manning）氏は、
国内の大手中国国営企業の中国人労働者 180人を、中
国による秘密裡のワクチン試験に関わっていると判断
し、中国に送還した。2022年には、パプアニューギニ
アの省庁間タスクフォースが、中国資本のMCCラム・
ニコ鉱山を家宅捜索した結果、スタッフ 260人の労働
許可証とビザが遵守されていないことが判明した。最
も重要なのは、中国の太平洋島嶼国パートナー 10か国
が、2022年5月の第2回外相会議で、中国が提示した「共
通発展ビジョン」を拒否したことである。また、中国
の存在に対して、部族の権力構造や地方政府が自分た
ちの利益を守るために行動する反応も見られる。
パプアニューギニアの視点から見ると、BRIは複雑

な結果をもたらした。同構想は、貿易やビジネスチャン
スとともに、安価で急速に生産されるインフラの機会を
生み出した一方で、パプアニューギニアの政府当局者
は、中国の意図が明らかになるにつれ、こうした機会に
はリスクや不満、非経済的コストが伴うと警戒するよう
になった。パプアニューギニアは、中国との関係を交渉
する中で、BRIが、中国の大戦略を実現するためのを経
済施策行う地政学的戦略であるとの認識を強めている。
BRIが一見もたらす経済的優位性は、それゆえ、非経済
的なコストを招く。実際には、双方に有利なものではな
い。こうした認識は、パプアニューギニアの国益を追求
するための選択肢を評価する上での基礎となる。o

本記事は「The Belt and Road comes to Papua New Guinea: Chinese Geoeconomics with 
Melanesian characteristics?」（「Security Challenges」、 Vol. 16, No. 4, Geo-Economics in 
the Indo-Pacific (2020), pages 41-64.）を FORUM のために編集したものです。記事全文は、
https://www.jstor.org/stable/10.2307/26976257 をご覧ください。

2017 年 8月、パプアニューギニアの東ニューブリテン州ラバウ
ルに停泊するクルーズ船。ピーター・コノリー
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カルチャー

タイ深南部の中心に位置するパッターニ県
のビーチは、手つかずの自然が残されて
いるが、訪れる人はほとんどない。とい

うのも、主にムスリムの人々が暮らし、マレー語
が話されているこの国境地帯は、武装した分離主
義者の反乱が何十年もわたり続いており、外部の
人間はほとんどこの地を訪れないからだ。
しかし、州都であり、古くから塩の交易が盛

んだったパッターニに暮らすアーティストや住民
らは、タイの他の地域とは異なるこの地域の豊か
な芸術文化遺産を紹介することで、そのマイナス
イメージを変えようと取り組んでいる。
2019 年にスタートしたものの、新型コロナウ

ィルスのパンデミックにより 2年間開催されなか
ったクリエイティブ＆デザインアートショー「パ
ッターニ・デコ―デッド（Pattani	Decoded）」
の主催者であるハデー・ハミドング（Hadee	
Hamidong）氏は、「私たちは違うストーリーを
伝えたい」とした上で、「暴力的なイメージを変
えて、別の側面があることを見てもらいたい。こ
こには、そうした暴力事件以外にも、もっと多く
のことがある。人々が生活し、さまざまな暮らし
がある。何世紀にもわたる歴史と伝統が息づいて
いる」と語った。

「ディープ・ソルト」をテーマにした 2022年の
アートショーは 9月上旬に開催され、会場となっ
たパッターニの町や塩田には推定 3万人の観客が
訪れたとハデー氏は述べている。また、同時期には、
10店のギャラリーが参加するグループ「パッター
ニ・アートスペース」が、パッターニや深南部の
他の県の町で2022年11月まで芸術祭を開催した。
タイランド湾に面した海岸沿いの町パッターニ

は、古くから海から塩を採取する拠点として、また
中国をはじめとする海外へ塩を輸出する貿易拠点と
して栄えてきた。ここで採れる塩は、そのまろやか
な味のために「スイート・ソルト」と呼ばれている。
しかし近年、気候変動や予測不可能な気象パターン
により、塩田業は急激に減少している。「ディープ・
ソルト	」展に参加した地元の塩農家、アブドゥル・
カブー（Abdul	Ka-bu）氏は、「土と水と日光が必
要で、大変な作業だ」とし、「昔のように自然に頼
ることはできなくなっている」と述べた。
展示会で上映されたある映像では、長年塩田業を

営む人が、数年前までは500～ 600袋売れていたの

2022 年に「ディープ・ソルト」をテーマに開催された「パッ
ターニ・デコ―デッド」で、工芸品の製作を実演するアーテ
ィストで彫刻家のピラポン・ペアン（Piraporn	Pean）氏。

記事・写真：ベナール・ニュース

タイ深南部で 
「暴力的なイメージ」をアートで変える取組み

IPDF
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に、2021年には10袋しか売れなくなったと嘆く様子が紹
介されていた。深南部は国内最貧地域のひとつだ。	
2019年の世界銀行の報告によると、タイの全国的な貧困
率は6％であるのに対し、パッタニー州の貧困率は34.2％だ。
ハデー氏が企画した展示会では、手工芸品や書道、

音楽演奏、ボートペインティング、バティックファブ
リックペインティング、料理デモンストレーションな
ども行われた。パッターニに拠点を置くアーティスト
協同組合メラユ・リビング（Melayu	Living）に所属
するハデー氏は、「地元のアイデンティティ、文化、遺
産、衣装、知識を広めたいと思った」と語っている。
建築家／アーティストのサヴィニー・ブラナシラピ

ン（Savinee	Buranasilapin）による「フィールドワー
ク（Field	Work）」は、市郊外にあるナ・クルエア・レム・
ノックの塩田に設置されたスチールロッドに、600 枚
の小さな円形の鏡を取り付けた作品だ。パッターニが
塩の貿易で栄えた時代、商船が煌びやかな街の近くに
停泊していたことをコンセプトにしている。
アーティストでファブリックデザイナーのナッタポ

ン・ピチャイラット（Nattapon	Pichairat）氏（40歳）
は、塩田周辺で見つけた植物を紙に描き、それを布にデ
ジタルプリントした。「私が植物を選んだのは、植物が
このように計り知れない喜びと安らぎをもたらす美しい
小さなものだからです ... 私はパッターニや近隣地域の
美しさと自然を他の人に伝えたいと思っています」と述
べ、「文化の拠点として街を再考したい」と付け加えた。
「Le	Sel	de	La	Vie（ザ・ソルト・オブ・ライフ）」
では、エムソフィアン・ベンジャメタ（Emsophian	
Benjametha）氏が、パッターニの「スイート・ソルト」
の生産工程から出荷先にいたるまでをイメージした手作
りの陶器を披露した。「塩なくして、生命はない。生命
なくして、アートはない。アートなくして、文明はない」
とフランスで修行した 43歳のデザイナー兼アーティス
トは語り、「大きなハートと非常に長く豊かな歴史を持
つ小さな都市パッターニーでは、誰もが歓迎される。爆
弾や危険ではない。ここには、工芸、デザイン、食べ物、
古い家など、いいものがたくさんある」と述べた。	
現在深南部を構成する地域は、かつて近隣のいくつ

かの州を含むイスラム公国の中心地だった。イギリスは
この地域をタイに割譲し、タイは 1909 年に同地を併合
した。1960 年代以降、分離独立派が反乱を続けている。
シラパコーン大学で講師を務めるルエングラダ・プニ

ャリキット（Rueanglada	Punyalikhit）氏は、「ディープ・
ソルト」のようなイベントは、この地域の暴力的なイメー
ジを払拭するのに役立つと述べている。その一環として、
プニャリキット氏は、地元の起業家たちが地元で手に入る
原材料を使ったハーブ、食品、飲料、織物、工芸品など、
自然製品のイノベーティブな開発を支援する活動を行って
いる。プニャリキット氏は、「暴力だけでアイデンティテ
ィを定義するのは正当ではない」と言う。「外から見ると、
暴力に関するニュースで状況は良くないように映る。でも、
ここに来ると、普通の暮らしがあり、他の人が考えるよう
な危険な場所でないことが分かる」と語った。	

2022 年 9月にタイで開催された「パッターニ・デコ―デッド」
アートショーのインスタレーション「フィールドワーク」では、
塩田の中央に設置された鋼棒に取り付けられた 600 個の小さ
な円形の鏡が、この地域の貿易の歴史を映し出している。

「塩なくして、生命はない」と語るエムソフィアン・	
ベンジャメタ氏。パッターニの塩貿易からインスピレーシ
ョンを得た陶芸品を制作している。

また、「パッターニ・デコーデッド」では、料理のデモンス
トレーション、音楽演奏、ボートペインティングなど、地
域の文化や遺産を紹介するアクティビティも行われた。
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も
し遠くない将来に地震が起こった場合、大量の
瓦礫の下に閉じ込められた生存者を最初に発見
するのはサイボーグゴキブリの群れかもしれな
い。これは、日本の研究者が最近、虫に太陽電
池と電子機器を搭載した「バックパック」を取

り付け、虫の動きを遠隔操作できることを実証した画期的な技
術の潜在的応用だ。

日本の研究大手、理化学研究所の染谷薄膜素子研究室の福
田憲二郎氏らのチームは、厚さ 4 ミクロン（人間の髪の毛の 
25 分の 1 程度の厚さ）で、昆虫の腹部に収まるフレキシブルな
太陽電池フィルムを開発した。このフィルムは、ゴキブリが自
由に動くことを可能にし、虫の後ろ足の感覚器官に方向指示の
信号を処理・送信するのに十分な電力を生成する。

この研究は、シンガポールの南洋理工大学での昆虫制御実
験を基にしたもので、ロボットよりもはるかに効率よく危険な
場所に侵入できるサイボーグ昆虫が誕生する可能性がある。「小
型ロボットの中の電池はすぐになくなるので、探索の時間が短
くなる」と福田氏は言う。サイボーグ昆虫の重要な利点は、「昆
虫の動きに関しては、昆虫が自ら動くため、小型ロボットほど
電気を必要としない」という。

福田氏のチームは、機器を運ぶのに十分な大きさがあり、
邪魔になるような翼を持っていないマダガスカルのハサミゴキ

ブリを実験に選んだ。バックパックとフィルムを背中に接着し
ても、虫は小さな障害物を踏破したり、ひっくり返ってももと
の姿勢に戻ることができる。

研究はまだまだこれからだ。最近のデモンストレーションで
は、理研の筧裕二朗研究員が専用のコンピュータと Bluetooth
信号を使ってサイボーグゴキブリに左折を指示すると、ほぼそ
の方向に急発進させることができた。しかし、「右」信号を与え
ると、虫はぐるぐると回ってしまった。次の課題は、昆虫がよ
り動きやすく、センサーやカメラまで搭載できるよう、部品を
小型化することだ。筧氏は、東京の有名な電気街の秋葉原で購
入した 4,750 円（35 ドル）相当の部品でバックパックを作った
という。

バックパックとフィルムは取り外し可能で、ゴキブリは
研究所のテラリウムでの生活に戻ることができる。昆虫は
4 か月で成熟し、飼育下で 5 年まで生きることが知られて
いる。

プラスチック、銀、金の極薄層からなる太陽電池フィルムは、
災害救助用昆虫以外にも幅広い用途があると福田氏は考えてい
る。バイタルサインを監視するために、衣類や皮膚パッチに組
み込むことも可能だという。また、晴れた日には、この素材を
貼った日傘で電気を発生させて、携帯電話を充電することも可
能だという。

日本で災害時に活躍する 
サイボーグゴキブリ 
が登場

記事と写真：ロイター

今後の期待
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2022 年 9月、モンゴルのバヤンホンゴルで行われた多国間演習「ゴビ・ウルフ」中に開催された（レス
リング、競馬、アーチェリーなどを行う）伝統的なナーダム祭で、若い射手が弓を引くのを助ける B・ム
ンフエルデネ氏（B.	Munkherdene）。モンゴル、米国太平洋陸軍の軍人と第一応答者、バングラデシュ、
ネパール、スリランカ、タイ、英国、ベトナムの代表者が、災害救助と人道支援訓練に参加した。

最後の写真IPDF 最後の写真IPDF

狙いを
定める

ヴィクトリア・グラナド（VICTORIA GRANADO）/ アラスカ陸軍州兵
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